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第2章 高 度 化 す る通 信 ネ ッ トワー ク

利用者 ニーズの高度化 ・多様化,技 術 の進展,電 気通信 の 自由化等,

通信をめ ぐる環境は,大 き く変化 している。 こ うした中で,高 度情報社

会の早期実現 に当た っては,通 信 イ ンフラス トラクチ ャーの物的要素で

あ る通信 ネ ットワークについて,現 状を把握 し,将 来 を展望 した上で,

その一層の発展 を図るこ とが重要 である。

第1節 情報流通 と通 信ネ ッ トワー ク

通信 ネ ットワークは,情 報の円滑な流通に不可欠な ものである。本節

では,通 信 ネ ッ トワー クの役割,構 造,特 徴等について全般的 に概説す

る。

1通 信 ネ ッ トワー クの役割

(国民経済 に不可欠な通信)

通信 は,電 力,ガ ス等のエネルギーや水道 と同様 に,社 会経済活動の

あ らゆる場面 で必要 とされ てい る。手紙を書 く,電 話をかけ る,テ レビ

ジ ョン放送 の番組を見 るとい った私的 なものか ら,企 業活動におけ るテ

レックス,7ア クシ ミリ,デ ータ通信等に至 るまで,通 信 の利用は,極

めて広範 囲にわた ってい る。デー タ通信を例に とって も,全 国の金融機

関の システ ム(新 全 国銀行 システ ム等),「 み ど りの窓 口」等の各種の座

席予約 システム,地 域気象観測 システム(ア メダス),給 水 コン ト ロ ー
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ル,交 通管制等,様 々に利用 され ている。

現在,我 が国の情報化 の進展 には,目 覚 ましい ものがあ る。今後,情

報の価値は更に高ま り,情 報 の生産 ・流通 ・消費活動が重要に なってい

くと考え られ る。 通信 は,こ の活動を一層活性化 させ る とともに,国 民

経 済に とって ます ます不可欠 な もの となる。

(情報流通を支 え る通信 ネ ッ トワーク)

通信ネ ットワークは,情 報を流通 させ るために必要 な種 々の構成要素

が有機 的に結 合 した ものであ る。 ネ ッ トワークの一 般的 な例 には,鉄 道

の線 路,電 力線,水 道 の配管等があ る。通信 ネ ッ トワークも,こ れ らと

同様 に,財 ・サ ービスを,空 間を越えて伝達 す るために構築 され た もの

である。

通信 ネ ッ トワークの特徴は,① 目に見えないため利用者に理解 されに

くい,② 情報 を伝達に適 した形に変換す る必要があ るな どネ ッ トワーク

の制御が複雑 であ る,③ 伝送路に有線,無 線が利用で きるこ とな ど多様

なネ ッ トワー クの構築が可能であ る,④ ネ ッ トワークに入 力され る情報

の発生が ランダムであ る,な どであ る。 したが って,通 信 ネ ットワーク

の建設,保 守等に当た っては,こ れ らの特徴を十分 に踏 まえて行 う必要

が ある。

(通信 ネ ヅ トワー クの重要性)

今 日,通 信 ネ ッ トワークは,人 と人 との コミュニケーシ ョンを行 うに

とどまらず,デ ータ通信にみ られ る ように,企 業等 に不可 欠な社会 シス

テ ムとしての機能 を有す る よ うに なった。 さ ら に,通 信 ネ ッ トワーク

は,ニ ーズの高度化 ・多様化,技 術 の発展 に よ り複雑化 し,座 席 予約 シ

ステ ムの よ うに,全 国を一つ の システ ムでカバーす る巨大 な規模 の もの

や,全 国銀 行デー タ通信 システムの よ うに,複 数 の通信 システ ムが相互

に接続 され,一 体 化す る ものが現れ ている。企業活動等 においては,複
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雑かつ大量の通信を行 うことが必要 とされ,社 会 の通信ネ ッ トワークに

対す る依存度は,極 めて高 くなっている。

また,通 信 ネ ッ トワークが複雑化,巨 大化 し,こ れに対する依存度が

高 まる と,通 信 ネ ッ トワークの一部に障害が起 きた場合,そ れが社会全

体 に多大 な影響を与え る可能性が ある。 これ までに,電 話局火災や通信

ケーブル切断事故等に よって,通 信 ネ ッ トワークに障害が起 き て い る

が,そ の時の社会的混乱は,極 めて大 きな ものであ った。

(イ ンフラス トラクチ ャーとしての通信 ネ ッ トワーク)

通信 ネ ッ トワークは,通 信イ ンフラス トラクチ ャーの物的 な基盤であ

る。社会基盤 の一つ として,通 信ネ ットワークの整備を行 うことは,通

信イ ンフラス トラクチ ャーの充実につなが るものであ る。

今 日,通 信 ネ ッ トワークは,新 たな飛躍 の時期を迎えている。通信 ネ

ッ トワークの 目的は,量 的充足の達成 か ら,高 度化 ・多様 化す る ニーズ

への対 応へ と変化 した。 さらに,電 気通信分野 の自由化に よ り,マ ーケ

ッ ト主 導の通信 ネ ッ トワークの構築 が行われ る ようにな った。電気通信

市場は,独 占か ら非独 占へ と構造が変化 し,経 済ベ ースに よる通信 ネ ッ

トワークの構築 が図 られ る ように なった。

こ うした中で,今 後,通 信 ネ ッ トワークは,利 用者 ニーズに こた えな

が ら,多 数の事業者 の創意工夫に より構築 され る こととな る。 しか し,

通信 ネ ッ トワークの構築 には,巨 大 な投資 と長い建設期間 が 必要 で あ

る。電気通信 ネ ッ トワークを例に とると,日 本電信電話公社(以 下 「電

電公社」 とい う。)の28年 か ら59年 までの設 備投資累計額 は約25兆 円で

あ り,全 国 自動 ダイヤル即時網の完成 までには約80年 とい う期 間を要 し

た(第2-1-1図 参照)。 また,通 信 ネ ッ トワークが より良 い サ ービ

スを 目指 し,高 度情報社会 を形成 してい くためには,そ れぞれの通信 ネ

ッワークが多様性を もちなが ら,調 和を保ちつつ発展 してい く必要があ
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る。

こ うした こ とか ら,今 後は将来を見通 し,計 画的な通信 ネ ッ トワーク

の構築を図 ることが一 層重要であ る。

2通 信ネ ッ トワー クの構造

(1)通 信ネ ッ トワー クの一般的構成

ア.通 信 ネ ッ トワー クの構成要素

通信 は一般 に,情 報 の送信,伝 達,受 信に よ り構成 され る。例えば,
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電 話の場 合は,発 信者が電話機に対 して発声 し(送 信),そ の 情報が ケ

ーブル等 に よ り受信者 の電話機に伝達 され(伝 達) ,受 信者 の 耳に到達

す る(受 信)。 ここで,送 信においては情報の伝達 に適 した形態へ の 変

換,ま た,受 信においてはその逆 の変換が行われている(第2-1-2

図参照)。

第2-1-2図 通信モデル
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この よ うな通信 を行 うためには,送 信及び受信において情報 の形態 を

変換す る機能 を もつ端末及び伝達機能 を もつ伝送路が必要 となる。

また,通 信 が社会経済活動において大 きな役割を果たす ためには,人

々が相互に時 と場所 を選ばずに通信 を行 えるこ とが必要である。 このよ

うに不 特定多数相互間の通信を可能 とし,し か もこれを効 率的かつ経済

的 に実現す るためには,端 末相 互を結 ぶ伝送路を切 り替 える機能を もつ

交換機が必要であ る。

さらに,通 信には,郵 便や電話 の ように一 対一 で情報を送受す る形態

の ほかに,放 送の よ うに同一 の情報を不特定多数に送 る一対多数の形態

が ある。 この よ うな形態 の通信 には,大 量の情報 を収集 ・管理 ・加工す

る とともに,こ れ らの情報 を不特定多数の端末 に伝達す る機能 を もつ セ

ンターが必要になる。

この よ うに,通 信を行 うため の基本的要素 としては,端 末,伝 送路,

交換機及びセ ンターがあ り,こ れ らが有機的 に結合 して通信 ネ ットワー

クが構成 され る。

イ.通 信ネ ットワークの形態
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通信 ネ ッ トワークには,特 定 の二者 間で通信 を行 う単純 な ものか ら・

不特定多数相互間の通信を可能 とするために端 末相 互をすべ て伝 送路で

結 んだ複雑 な もの まで,各 構成 要素 間の結合 の仕方に よって星形・網形・

ツ リー形,ル ープ形等い くつか の形態 がある。 これ らは,通 信ネ ッ トワ

ークの構築 に当た っての経済性,各 構成 要素の使用効率,安 全性 ・信頼

性等 に関 して,そ れぞれ特徴を有 してい る(第2-1-3表 参照)。

(2)通 信 ネ ッ トワー クを支え る技術

我 が国の通信は,電 子技術,通 信技 術の急速な進歩に伴 い,高 度 な発

展 を遂 げ,今 日では世界の トヅプ レベルに達 してい る。 また,利 便性を

求める国民 の強い ニーズに こたえ るためには,常 に技術 開発 が必要であ

り,通 信 と技術は密接不可分で ある。

郵 便,電 気通信,放 送 の各分野には,そ れぞれ のネ ットワークを機能

させるための基本的 な技術が あ り,そ の基本的 な技術 の発 展が,今 目ま

で,各 通信サ ービスの向上に大 き く貢献 して きた。

郵便 に関 しては,郵 便物を効率的に区分,輸 送,配 達す るための技術

が基 本 とな っている。 また,近 年 においては,文 字認識技術,選 別技術

等 を駆 使 した郵 便番 号 自動読取 区分機,小 包 区分装置等 の各種の機械が

開発 され,郵 便局におけ る作業 の機械 化が図 られてい る。

電 気通信 に関 しては,各 構成 要素 に対応 して交換技術,伝 送技術,端

末技術及びセ ンター技術が ある。

交換技術については,電 気通 信 ネ ッ トワー ク機能 の高度化 ・多様 化に

向け,ま た,ネ ッ トワークの安全かつ経済的な運用を 図るた め,そ の開

発が行われて きた。 クロスバ交換機,電 子交換機 の開発 を経 て,現 在で

はデ ィジタル技術 を駆使 した デ ィジ タル交換機等が実用化 され てい る。

伝 送技術については,伝 送 容量 の拡大,通 信 品質 の向上 を 目指 して,

その発展が遂げ られ て きた。近年,有 線 については光 ファイバヶ 一ブル
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第2-1-3表 通信ネ ッ トワー クの形 態別分類

ク

彪
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「ワ汁
形
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(直 線 形)

幽
端末 端末

(星 形)
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換機

伝送路

(ツ リー 形)

セ ンター

伝送路

端末

(ル ー プ形 ・リン グ形)

端末又はセン

ター

(バ ス 形)

伝送路

端末

概 要

特定の二者間で通

信を行 う形態

交換機又はセ ンタ
ー と多数の端末 と

の間に放射状に伝

送路 を設けた形態

すべての端末又は

交換機相互間に伝

送路を設けた形態

セ ンター と端末 と

を伝送路の分岐 に

よ り結んだ形態

各構成要素の間 を

ループ状に結んだ

形態

バス状の伝送路に

端末 を接続 した形

態

特 徴

・網構成が極めて単純である
。

・伝送路のふ くそ うがない
。

・即 時に通信 が開始で きる
。

・網 形に比べ,伝 送路が経済的に構

築 できる。
・伝送路が無線の場 合,周 波数の有

効利用か図れ る。

・同報サー ビスに適 して いる。
・交換機又はセ ンターが故障 した場

合の波及が大 きい,、

・各端末(又 は交換機 〉相互の通信の

頻度が高い場合に適 してい る。
・星形に比べ,障 害の波及が小 さい。

・同報サービスに適 している。
・端 末の追加,撒 去が容 易である。
・端 末が故障 した場 合の波及が小さ

い。

・伝送路が経済的に構築 できる。
・すべ ての構成要素が稼働 している

必要が ある。
・障害の波及が大 きい。

・端 末の追加,撤 去 が容易である。
・端 末に,相 互 通信を可能 にするた

めの制御機能 が必要である。
・端 末が故障 した場合 の波及が小 さ

い。

例

・専用線

・市内電話網

(交換機一端

末間)
・ア レビジ ョ

ン放 送の送

信 網
・MCAシ ステム

・LAN

・市 外電話網

(総括局相

互 間)
・パー ソナル

無 線

・CATV網

・LAN

・LAN

・ホ ー ム バ ス
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方式等,ま た,無 線については衛星通信方式等 に関す る研 究開発が積極

的に行われてい る。

端 末技術については,情 報を電気通信 ネ ッ トワークを通 じて効率的に

伝送す るための信 号変換技術 と通信制御技術 が重要 であ る。最近では,

よ り高度 な通信 を実現す る た め に,音 声 ・文 字認識技術,音 声合成技

術,図 形入 出力技術等が研究開発 され ている。

セ ンター技術は,コ ンピー一タを駆使 した高度 な処理技 術 が 主 で あ

る。 これには,デ ータ通信におけ る演算処理技術,情 報 を蓄積す るため

のデータベ ース技術等 があ り,近 年 の 二凸一メデ ィアの実現に欠かせ な

い技術 となってい る。

また,放 送を支 え る技術には,セ ンターにおけ るVTR・ ヵ メラ ・マ

イクロホン技術等 の番組 制作技術,送 信所におけ るア ンテ ナ技術や多重

化技術,端 末におけ る受信障害対 策技 術等があ る。 これ らの技術 は,近

年 の半導体技術,デ ィジタル技 術,信 号処理技術等 の著 しい進展 を背景

に,開 発が進め られ,放 送サ ービスの高度化 ・多様 化を実現 している。

(3)通 信 ネ ッ トワークの特徴

郵便,電 気通信,放 送 の各通信 ネ ットワークはそれぞれ異な る特徴を

有 してい る。

郵便 ネ ットワークは,情 報を物 に よって 伝達 す る ネ ッ トワークであ

り,情 報 の伝達 は,交 通 及び人手 に よる集配 ・区 分 ・輸 送に よって行わ

れてい る。 これ に よって提供 され る通信サ ービスには,現 物性,記 録性,

簡 易性,経 済性等 の特徴 がある。

電 気通信 ネ ットワークは,情 報 を電磁的手段 に よ り伝達す るネ ッ トワ

・一クである。 これ に よって提供 され るサ ービスには,即 時 性,双 方向性,

情報形態の多様 性等 の特 徴がある。

また,放 送ネ ットワークは,情 報を セ ンタ ーで収集,加 工 し,電 磁的
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手段に よ り不特定多数に伝達す るネ ッ トワークである。 これに よって提

供 され るサ ービスには,即 時性,広 域性,同 報 性等 の特徴がある。

郵便,電 気通信,放 送の各通信 ネ ッ トワークは,国 民生活における多

種多様 な情報 ニ ーズに こたえ るため,そ れぞれの特徴を生か しなが ら,

相互に補 完 しつつ今 日まで発展 して きた。
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第2節 基幹通信 ネ ッ トワークの成熟

郵便網,電 話網,テ レビジ ョン放送網等 の基幹通 信ネ ッ トワークは・

それぞれの通信分野において個別に発 展 して きた。その発展 の方 向は,

全 国的 ネ ッ トワークの形成 とい う面的な広が りと,情 報を よ り速 く,よ

り大量に,よ り正確に伝達す る とい う通信 の基本機 能 の充実 を 目指 した

もので あった。

本節では,各 通信分野の基幹通信ネ ッ トワー クについ て,発 展経緯,

網構成等を中心に概説す る こととす る。

1通 信ネ ッ トワー クの発展

我が国の通信ネ ッ トワークは,明 治2年 の電信事業,同4年 の郵便事

業 の創業以来,国 民生活に不可欠な イ ンフラス トラ クチ ャーとして大 き

く発展 してきた。

郵便につい ては,明 治5年 にほぼ全国 をカパ ーす る郵 便網 が完成 し,

その後,郵 便物数の増大に応 じた郵便局 の増設,作 業 の効率 化を 目指 し

た郵便番号制度 の導入等に より,郵 便網 の向上 が図 られた。

電気通信につい ては,電 話事 業が 明治22年 に開始 さ れ,明 治末期に

は,ほ ぼ全国的な電話網が形成 された。 また,昭 和46年 の公衆電気通信

法(以 下 「公衆法」 とい う。)の 改正 に よ り,デ ータ通信 や フ ァクシ ミ

リ通信 が電話 網等を利用 して行 える ようになる とともに,こ れ らの非電

話系通信 に対 する需要 の増大 に伴 って,デ ィジ タルデ ータ交 換網(以 下

「DDX網 」 とい う。)や フ ァクシ ミリ通信網等 の新 しい通信 ネ ットワー

クが構築 され るようにな った。 この間,25年 に電波法が施行 され,電 波

が広 く国民の利用 に開放 され る とともに,28年 の有線電気通信法 の施行
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に より,自 営電気通信 ネ ッ トワークの構築 も可能 とな っ た。 こ れ に よ

り,市 民 ラジオ,簡 易無線,さ らに,デ ータ通信 システ ム等 の多種多様

な電気通信 ネ ッ トワ・一クが構築 され る ようにな った。

また,放 送 につい ては,無 線通信 の登場に よ り,従 来 の一対一 の通信

の概念 を変 えたラジオ放 送が大正14年 に開始 された。 さらに,テ レビジ

ョン放送が昭和28年 に開始 され,テ レビジ ョン放送 の全国普及を 目指 し

た周波数割当の実施,送 信 の標準方式が施行 された ことに よるテ レビジ

ョン受像機の量産化 等に より,35年 ごろには ほぼ全国的なテ レビジ ョン

放送網が形成 された。

一方 ,こ うしたテ レビジ ョン放送網の全国拡大に伴 って,受 信が困難

な地域に対す るテ レビジ ョン放 送サ ービスの提供が課題 とな り,こ れを

改善すべ くCATVが 登場す るようにな った。CATV網 は,そ の後,

放送の補助手段 としての利用か ら,そ の地域 密着性 とい う特徴を生か し

て,自 主番組 を提供す る独 自のネ ットワークへ と発展 してい った。

通信 ネ ッ トワークの歴史につ いて,そ の概 略を第2-2-1表 に,ま

た,現 在 の我が国の通信 ネ ットワークを郵便,電 気通信,放 送及び有線

放送 の分野 ご とに整理 した ものを第2-2-2表 に示す。

2郵 便ネ ッ トワーク

郵便 ネ ッ トワークは,郵 便物を差 し出す郵 便ポス ト,書 留郵便物や小

包郵便物等を引 き受け る郵便局の窓 口,郵 便物をあ て先へ区分 し又は中

継す るための郵便局,郵 便局相互を結 ぶ郵便線路及び配達 された郵便物

を受け取 るための郵便受箱等か ら構成 され ている。

郵便 ネ ヅ トワークは,集 配ネ ッ トワークと輸送ネ ッ トワークか ら構成

され てい る。

(集配 ネ ッ トワークの構成)
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第2-2-1表 通信ネ ッ トワークの歴史

郵 便 電 気 通 信 放 送

明治

4郵 便事業の創業

5全 国郵便網の完成

8外 国郵便の開始

昭和

4航 空郵便の開始

36郵 便業務 の機械化始 まる

43郵 便番号制度の実施

56電 子郵便実験サ ービスの

開始

59郵 便の区分運送 システ ム
の改善

60コ ンピュータ発信型電子

郵便実験サ ー ビスの開始

明治

2電 信事業の創業

4国 際電信の開始

23電 話事業の創業

39専 用線サ ービスの開始

昭和

9国 際電話の開始

28自 営に よるネ ッ トワーク
の構築が可能 となる

31加 入電信サ ービスの開始

41国 際衛星通信の開始

46公 衆電気通信網において
デ ータ通信が可能 となる

53電 話の積滞解消

54電 話網の全国 ダイヤル 自

動 即時化達成

〃 回線交換サ ービスの開始

55パ ケッ ト交換サ ービスの

開始

56フ ァクシ ミリ通 信網サ ー
ビスの開始

57中 小企業VANの 制度化

〃MCAシ ステムの開始

〃 パ ーソナル無線 の開始

〃VENUS-Pの 開始

58国 内衛星 通信の開始

59高 速 デ ィジタル伝 送サ ー
ビスの開始

〃 ビデオテ ックス通信網サ
ービスの開始

60NTTに よる パ ソコン通

信実験サ ービスの開始

大 正

14中 波放送 の開始

昭和

10国 際放送の開始

26民 間放送に よる中波放送

の開始

28テ レビジ ョン放送の開始

29民 間放送に よる短波放送
の開始

30CATVの 開始

35カ ラーテ レビジ ョン放送
の開始

44FM放 送の開始

57テ レビジ コン音声 多重放

送 の開始

59衛 星試験放送の開始

60文 字放送 の開始



第2-2-2表 主要 な通信ネ ットワーク
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集配 ネ ッ トワークは,郵 便物 の取集 と配達を取 り扱 うネ ッ トワークで

ある。集 配ネ ットワークは,取 集 と配達を行 う集 配郵便局 ,郵 便 ポス ト
●郵便局窓 口及び郵便受箱 ・郵便私 書箱か ら構成 されてい る(第2-2

-3図 及 び第2 -2-4表 参照)
。

第2-2-3図 集配ネ ットワークの壇 成

一118一 第2章 高度化する通信ネ
ヅトワーク

集配 ネ ッ トワークは,郵 便物 の取集 と配達を取 り扱 うネ ッ トワークで

ある。集 配ネ ットワークは,取 集 と配達を行 う集 配郵便局 ,郵 便 ポス ト
●郵便局窓 口及び郵便受箱 ・郵便私 書箱か ら構成 されてい る(第2-2

-3図 及 び第2 -2-4表 参照)
。

他の集配郵便局

〈輸 送 ネ ッ トワー ク 〉

集配郵便局

区 分

窓 口 私書箱

(取集) (配達)

郵 便 ポス ト 無集配郵便局 郵便受箱
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第2-2-4表 郵便局 ・郵 便ポス ト等の現状(60年 度末現在)

種 類 概 要 施 設 数

集 配 郵 便 局 集配業務を取り扱う郵便局 5,493局

無 集 配郵 便 局 集配業務を取り扱わない郵便局 13,734局

簡 易 郵 便 局

郵 便 ポ ス ト

郵便切手類販売所

郵 便 私 書 箱

郵便局 の窓 口で取 り扱 う事務を,地 方公

共 団体等 に委託 した もの

私設の ものを含 む。

利用者 の便利を図るため,郵 便 ポス ト等

の付近に設け られる もの

受取人が希望す る時刻に早 く郵便物を受
け取 ることがで ぎる よう集配郵便局等に
設 けられた もの

4,388局

148,586本

115,517か 所

106,515個

郵 便物は,原 則 として各戸に 設置 された郵 便受箱に 配達 され る。 ま

た,配 達回数は,通 常1日1度 であ るが,ビ ジネス地域等通信 力の高 い

地域においては2度 配達を行 っている。

(輸送ネ ッ トワー クの構成)

輸送 ネ ットワークは,集 配郵便局相互間で郵便物を輸送す るネ ッ トワ

ークである。輸送 ネ ッ トワークは ,郵 便物 の区分 ・中継 を行 う郵便局 と

郵便線路 と呼ぼれ る郵便物の輸 送路か ら構成 されている(第2-2-5

図参照)。

(地域区分局 と継越局)

地域 区分局は,区 分運 送上重要 な拠点 とな る郵便局であ り,お おむね

郵便番号 の上2け たに対 応 して設置 され てい る。 地域 区分局の機能は,

他地域か ら送付 された郵便物 を受持地域内の郵便局に発送す ること,あ

るいは受持地域内 の郵便局か ら送付 された郵便物 を他地域又は受持地域

の郵 便局に発送す ることである。

また,継 越局は,集 配郵 便局相互間で,郵 便物 の中継 輸送 を行 う郵便

局 である。
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第2-2-5図 輸送 ネ ッ トワー クの携成

(郵便線路 の変遷 と現状)

郵 便線路 は,集 配郵便局相互間の郵便物の輸送路 であ る。現在,郵 便

物の輸送 には,自 動車,航 空機等が用 いられ ている。郵便線路 は,輸 送

機 関の特徴,運 行頻度,迅 速性,経 済性等 を総 合的 に考慮 して選 択 され

る。 郵便線 路の輸 送機 関別の構成比 の推移 は,第2-2-6図 の とお り

であ る。

自動車に よる輸送は,鉄 道の補助的手段 としてスター トした。 自動車

輸送の メ リッ トは,出 発時刻,経 路,便 数等につ いて弾 力的 な ダイヤの

設定が可能で ある ことな どである。 自動 車輸送 は,高 速道路 を中心 とし

た道路 ネ ットワークの整備 が進 んだ ことに よ り,今 日では大 量高速輸送

手段 として郵 便輸送 の主 力を占め るよ うにな った。

一120一 第2章 高度化す る通信 ネ ッ トワー ク

第2-2-5図 輸送 ネ ッ トワー クの携成

(継越局)

(継越局)

(地域区分局) (地域区分局)

(地域区分局)

(継越局)

(郵便線路 の変遷 と現状)

郵 便線路 は,集 配郵便局相互間の郵便物の輸送路 であ る。現在,郵 便

物の輸送 には,自 動車,航 空機等が用 いられ ている。郵便線路 は,輸 送

機 関の特徴,運 行頻度,迅 速性,経 済性等 を総 合的 に考慮 して選 択 され

る。 郵便線 路の輸 送機 関別の構成比 の推移 は,第2-2-6図 の とお り

であ る。

自動車に よる輸送は,鉄 道の補助的手段 としてスター トした。 自動車

輸送の メ リッ トは,出 発時刻,経 路,便 数等につ いて弾 力的 な ダイヤの

設定が可能で ある ことな どである。 自動 車輸送 は,高 速道路 を中心 とし

た道路 ネ ットワークの整備 が進 んだ ことに よ り,今 日では大 量高速輸送

手段 として郵 便輸送 の主 力を占め るよ うにな った。
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第2-2-6図 郵便の輸送路の変遷
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航空機に よる輸送は,従 来,速 達郵便物についてのみ利用 されていた

が,41年 には郵便物の航空搭載が普通通常郵 便物 に拡大 され,東 京,大

阪,福 岡,札 幌の主要大都 市間の翌 日配達が実現 された。航空機輸送の

メ リットは,長 距離を短時間で輸送で きることである。航空機輸送は,

年 々拡大 し,最 近では,全 国54空 港を結ぶ郵便輸送 の一つ の大 きな柱 と

な ってい る。
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鉄道 に よる郵 便の輸送 は,明 治5年 の新橋一横浜 間の鉄道 開通 と同時

に開始 され,鉄 道 ネ ットワークの拡充 とともに発展 し,最 近 まで郵便輸

送 の根幹 であった。 しか し,日 本 国有鉄道 の相 次 く・合理化 に よ り鉄 道が

郵便輸送に適 さな くなったため,鉄 道郵便車 に よる郵便輸送 は昭和61年

10月 に廃止 され,114年 にわた って続い てきた鉄道 に よる郵 便輸 送に終

止符が打たれた。

(郵便物 の区分)

郵便物 をあて先へ届け るために,引 受 と輸送,輸 送 と配達 の間で区分

が行われ る。集配 郵便局 に取 り集め られた郵便物は,送 付すべ き地域区

分局等 ごとに区分 が行われ,さ らに,到 着地の地域区分局 で,受 持区域

内の配達郵 便局 ごとに区分 が行 われ る。

郵政 省では,郵 便物 の区分 の合理化 ・効 率化 を図 って,郵 便物を速 く

確実に届 け るとい う郵便 サ ービスの向上 に資す るため,郵 便番号制度の

実施 と郵便業務の機 械化 を行 って きた。

郵便番号制度は,全 国 を100の 地域に分け,さ らに,配 達 区域 ごとに

すべ ての郵便局に3け た又は5け た の番号を付 し,こ れ に従 って区分 ・

輸送 を行 うための制度 であ り,43年 か ら実施 され ている(第2-2-7

図参照)。 この制度 に よって,利 用者は あて名 の うち都道府県 名を省略

で きる ように な り,利 便性が向上 した。

郵便業務の機械化については,43年 に導入 された郵便番 号 自動読取区

分機及び郵便物 自動選別取 りそろえ押印機をは じめ として,各 種 の機械

の導入が図 られ ている。

(外国郵便 ネ ッ トワークの構成)

外国郵便 ネ ッ トワークは,第2-2-8図 の とお りであ る。外 国あて

の郵便物は,国 内の郵便ネ ッ トワークを通 って交換局に送 られ,交 換局

にお いて・ あて先の外国交換局 ご とに区分 ・発送 され る。外国来の郵便
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第2-2-7図 全国 の郵便番号地域 区分

(注)本 図は全国の郵便番号地域区分の うち上2け たを示 した ものであ

る。

物は,交 換 局に到着 し,そ こで配達局 ごとに区分 され,国 内の郵便ネ ッ

トワ・一クを通 じて配達 され る。

我 が国の交換局 と外国交換局 との間は,航 空機又は船 舶に より郵便物

の輸送が行 われ ている。両者の構成比 の推移は,第2-2-9図 の とお
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第2-2-8図 外国郵便ネ ッ トワー クの構成

通関局
(4局)

国 内 郵 便

ネットワーク

交換 局

(10局)

航空便

船 便

外 国
交換局

(注)通 関局は,関 税を課する郵便物について,郵 便物 の検査 と関税 の

賦課を行 う郵 便局であ る。

第2-2-9図 外国郵 便物 の輸送路別構 成比の推移
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(注)こ こで使用 している数値 は,差 立及 び到着 の合計であ り,小 包郵

便物を除 く。

りであ り,航 空機 の比率が年 々増 加 している。

(郵便ネ ッ トワークの充 実)

区分 ・輸送 システ ムの改善 に よ り郵便 ネ ットワークの充 実が図 られ た
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今 日では,郵 便サ ービス も向上 し,全 種別 の郵便物について翌 日配達地

域が拡大 され,翌 日配達が 困難 な 地域について も,一 部離島地域を除

き,全 国的に翌 々 目配達 が確保 され てい る。

さらに,多 様化す るニーズに こた えて,従 来の郵便 ネ ッ トワークの枠

を越えた電子 郵便,ビ ジネス郵便,超 特急郵便等の一層 のス ピー ドア ッ

プを図 ったサ ービス も提供 されてい る。

3電 気通信ネ ッ トワーク

我が国の電気通信 ネ ットワークは,そ の面的拡大,機 能 の充実 を 目指

して大 き く発展 して きた。 ここでは,電 気通信分野におけ る基幹通信 ネ

ットワークとして,電 報網,電 話 網,加 入電信網,DDX網 等を取 り上

げ,そ れ ぞれ につい て概述す る。

(1)電 報網

電報 は,文 字 ・記号を電気的手 段に より伝達す るものであ り,電 報網

第2-2-10図 電報網の構成

口 総括局(電 報中継交換装置を設置)

○ 中心局(電 報中継交換装置を設置)
●加入局(加 入局装置を設置)

NTT資 料により作成



一126一 第2章 高度化する通信ネットワーク

は,電 気通信 ネ ッ トワークの中で最 も古い ものであ る。

(電報網 の構成)

電報網は,電 報文を中継す るための電報中継交換装置,電 報文 をテ ー

プのさん孔に よ り送受信す るための加 入局装置,電 報の受付 ・配達を行

う電報取扱局及び これ らを結 ぶ伝送路 か ら構成 されてい る。そ の形態は

星形 と網形の複合形である(第2-2-10図 参照)。

(新電報そ通 システ ムの構築)

電報は,近 年,加 入電 話の普 及,フ ァクシ ミリ通信等 の多様 な通信手

段の発展に伴い,そ の緊 急通信 手段 としての性格が変容 して きてお り.

第2-2-11図 電報通数の推移
10,000

通

数

万
通

8,000

6,000

4,000

2,000

0
30354045505560

年 度

NTT資 料 に より作成



第2節 基幹通 信ネ ッ トワークの成熟 一127一

第2-2-12図 新電報 そ通 システムの構 成

電報受付入力装置

電報集信装置

電報出力装置

電報集信装置

電報出力装置

電話網

DDX

ノぐ

ケ
ツ

ト

交

換

網

電報自動
処理装置
(東京)

従来の電報網

電報自動
処理装置
(大阪)

加入電信網

国際電報網

電報自動処理装置:電 報の蓄積,変 換,配 信を行う装置

電報集信装置:電 報受付入力装置を収容,制 御する装置

電報受付入力装置:受 け付けた電報のあて名,通 信文等をキーボードか

ら入力し,送信する装置

電報出力装置:電 報自動処理装置から配信された電報文を受信し,

印字出力する装置

NTT資 料により作成

慶弔用 としての利用は年 々増加 してい るものの,利 用通数は大幅に減少

してい る。電話等の普及に よ り,電 報は,緊 急通信手段 とい う意味にお

いて,通 信 メデ ィア としては衰退 しつつある と考 えられ る(第2-2-

11図 参照)。

こうした電報通数 の減少 とともに,最 近では,中 継交換装置等 の陳腐

化,老 朽化 が著 しくなってきたため,NTTで は,DDXパ ケ ッ ト交換

網を利用 した新電報 そ通 システ ムを構築 し,現 在,北 海道,北 陸,中 国

及 び関東 の一部 で運用中であ り,62年 度を 目途に全 国導入 を行 う予定で

ある。

新電報そ通 システ ムは,第2-2-12図 に示す ように,電 報 自動処理

装置,電 報集信装置,電 報受付入力装置及び電報出力装置 か ら 構成 さ
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れ,従 来の電報網 とは大 きく変 わ っている。

新電報そ通 システ ムの構築 に よ り,電 報 の受付 と送信が 同時に行 え,

従来の加入局におけ るテ ープへ の さん孔等 の作業が不要 にな る と と も

に,日 時指定の着 信処理 等がネ ットワーク内で 自動的 に行 われ る よ うに

な り,効 率的な電報サ ービスの提供が 図 られ ている。

(2)電 話 網

電 話は,今 日では,日 常生活や企業活動に 欠 くことので きない基幹的

な通信 手段 として広 く国民 に利用 され ている。

我 が国の電話網 は,一 の加入区域 内に形成 され ている市 内電 話網 と,

異なる加入区域 の交換機相互を結 んで形成 され ている市外電 話網 とに大

き く分け られ る。

(市内電話網 の構成)

市内電話網は,電 話機,交 換機及び これ らを結ぶ伝送路 か ら構成 され

てい る。

市内電話網の形態 は,地 域 の電話需要 予測等 に基 づ き,市 内電話網を

最 も経済的に構築 する よ う,決 定 され る。人 口が多 く,電 話の需要が多

第2-2-13図 市内電話網の構成
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第2-2-14図 市外電話網の構 成

総括局

中心局

集中局

端 局

NTT資 料 に より作成

い加入区域等では,交 換機 を複数設置 して,交 換機相互を更に接 続 した

網形態を採 ってい る。 これ に対 し,人 口の少ない区域等では,一 つの交

換機にすべ ての電話機 を接 続させ る網形態を採 っている(第2-2-13

図参照)。

また,加 入区域は,時 代 とともにその規模 が拡大 してきている。47年

には,そ れ まで地域 に よって異 なっていた加入区域 の範 囲を,原 則半径

5kmと す る新設定基準が定 められた。その後,電 話機 と交換機を結ぶ

電話回線 の伸長が可能 とな り,電 電公社 の第6次5か 年計画(53～57年

度)に おいては,加 入区域 の半径 は7kmに 拡大 され,ほ ぼ全国が加入

区域 としてカバ ーされ る ように なった。

(市外電話網の構成)

市外電話網は,第2-2-14図 に示す よ うに,総 括局,中 心局,集 中

局及び端局の4段 階構成 の形を採 って交換機 相互を接続 してい る。それ

ぞれ の階位 の局は上位局に集束 され る形で星形網を構成 してい る。 また

通話量 の多い局間は直i接に結 ばれ,全 体 としては星形 と網形を組み合わ

せた複合形 の網構成 とな っている。

この網構成 の原型がで きたのは昭和10年 ごろである。そ の後,経 済性
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第2-2-15図 市内交換機方式別端 子数の推 移
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や信頼性を考慮 した ネ ッ トワークの整備,拡 張が行 われ,現 在では,交

換機相互を経済的かつ効率的に結 んだ全国規模 の電話網が形成 されてい

る。

(電話網 の中枢的役割を果たす交換機)

電話網におけ る交換機 には,不 特定多数の利用者相互を接続 して通 話

を可能にす る機能 と,電 話サ ービスの信頼性を確保す る機能があ る。例

えぽ,電 話回線が故障 した場合 で も,他 の電 話回線に よる接続を可能 と

す る うかい機能があ る。 また,交 換機には,通 話 中にかか って きた電 話

に応答 できるキャ ッチホ ンサ ービスの実現等,電 話サ ービスの高度化 を

図る役割 もあ る。

(交換技術の発展)

電話の交換は,当 初手動 であ ったが,大 正15年 に最初の 自動交換機 と

してステ ップ ・バイ ・ステ ップ交換機が導入 された。 その後,昭 和31年

に交換機 内の種 々の動作 を集 中的に制御す るクロスバ交換機が我が国で

開発 された。 また,半 導体技術 の著 しい進歩 とコンピュータ技術の発展

に伴い,46年 に蓄 積 プログラム制御方式に よる電子 交換機が実用化 され

た。 さ らに,デ ィジタル技術 の進展に よ り,57年 に時分割多重化に よっ

て交換を行 うデ ィジタル交換機が実用化 された。第2-2-15図 に示 す

とお り,市 内交換機 は新 しい交換機に移行 しつつあ る。

(全国に張 り巡 らされた電話回線)

電話回線は,電 柱 に架設,地 下に埋 設,と う道 内に敷設 され るな ど,

外部要因の影響を受けやす く,ま た,一 箇所で も故 障が生 じれぽ,通 信

に支障を来すため,そ の保守は極 めて重要であ る。

電話回線数は,経 済成長 と大都市への人 口流入等 に よる市外通話需 要

の急増に応 じて年 々増加 してお り,現 在では,全 国津 々浦 々まで電話回

線が張 り巡 らされてい る。市外 回線数 の推移は,第2-2-16図 の とお
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第2-2-16図 市 外回線数 の推移
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(伝送技術 の発 展)

我が国の電話回線は,有 線,無 線の両技術の開発に よ り,伝 送 速度の

向上,大 容量化が行われ て きた。

有線につ いては,31年 に同軸 ケーブル方式が実用化 さ れ た。現在 で

は,光 ファイバ ケーブル方式の開発に より,デ ータ通信等 において,一

層 の広帯域,高 速 の通信サ ービスが可能 となっている。
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加入電話等契約数と新規架設数 の推移
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(注)加 入電話等契約数は,一 般 加入電話(有 線放送電話接続回線 を含

む。)と集 団電話の合計である。

また,無 線 につ いては,マ イクロ波方式 の開発に より,大 容量化が 図

られる とともに,58年 か らは,通 信衛星 に よ る 中継伝 送が可能 となっ

た。衛星通信は,広 域性,大 容量性等,他 の伝送方式に比べ て優れた特

徴を有 してお り,今 後の電話,デ ータ通信等 の高度化に貢献 してい くも

のである。

(多様 なニ ーズに こたえ る電話機)

電話 が全 国的に普及 している今 日では,新 規架設数 は 減少傾向 に あ

り,加 入電話等の契約数の伸びは緩やかにな っている(第2-2-17図
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参照)。

電話機 の種類は,通 信 の自由化及び利用者 ニーズの多様化に よ り,次

第 に多 くな り,今 後,利 用者 の好みに よる様 々な電話機が電話回線 にi接

続 され る ことが予想 され る。現在 では,従 来か ら用い られ ている回転式

電話機 のほかに,押 しボ タ ン式 ダイヤル電話機をは じめ,家 庭や事務所

内におけ る電話利用の高度化を図 った親子電話,ホ ームテ レホ ン,ビ ジ

ネスホ ン等が年 々数多 く市場に現れ てい る。

(電話網利用の多様化)

電話網は音声伝 送を 目的 とした ものであ るが,公 衆法の改正以後,企

業等において,デ ータ通信 や ファクシ ミリ通 信等の音声以外の通信が電

話網 を利用 して盛 んに行われ る よ うにな った。 また,60年 度には,パ ソ

コン通信サ ービスが開始 され るな ど,今 後,企 業のみな らず,個 人にお

いて も,電 話網を利用 した様 々な通信 の需要 が伸び てい くもの と予想 さ

れ る。

(電話網 の成熟)

電話網は,そ の規模,品 質の両面 で大 きな成長 を遂 げ,基 本的には,

全国規模の ネ ッ トワークと して完成をみた。 さ らに,電 話網を基 盤 とし

て,移 動体通信網,フ ァクシ ミリ通信網,ビ デオテ ックス通信 網等 の様

々な ネ ッ トワークが構築 され てお り,電 話網は電気通信 ネ ットワークの

中枢 的存在 となっている。

今後 とも,ト ラ ピック変化やサ ービス多様化への対応 と信頼性 の向上

を 目指 し,国 民の ニーズに きめ細か くこたえた電話サ ービスを提供 して

い くこ とが必要であ る。

(3)加 入電信網

加入電信は・文 字伝 送を電気 的手段 に よ り行 うも の で あ り,一 般に

「テ レヅクス」 と呼ばれてい る。加入電信は・電報 の もつ記録 性や電話
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第2-2-18図 加入電信綱の構成

総括 局(交 換装 置 を設 置)

中心局(交 換装置を設置)

中心局又は集中局
(集信装置を設置)

宅内装置

NTT資 料に よ り作成

のもつ即時性 とい う特質 を兼ね備えてい るほか,不 在時で も受信が可能

にな るな どの特徴 を有 している。 また,公 衆 法の改正に よ り,加 入電信

網に よるデ ータ通信 が可能 になった。

(加入電信網の構成)

加入電信網は,電 信を中継,交 換す るための交換 装置,電 信の送受信

を行 うための宅 内装置,複 数の宅内装置を集約 させて中継線 として交換

装置 に接続す るための集信装置及び これ らを結ぶ電信回線 に よ り構成 さ

れている。交換装置 と集信装置に よって構成 され ている網形態 は,市 外

電話網に準 じているが,契 約数が電話 ほ ど多 くない こ とか ら,総 括局,

中心局及び集 中局か らなる3段 階構成 とな っている(第2-2-18図 参

照)。

(加入電信網の発展)

加入電信網 の加入区域は,31年 のサ ービス開始当初は,東 京及び大阪

の2地 域 だけ であった。その後,名 古屋,神 戸,横 浜,福 岡,札 幌等に

相次いで交換装置や集信装置が導 入 され,現 在では加入区域数1,045と,
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第2-2-19図 加入 電信契約数 の推 移
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45

全国規模の加入電信網が形成 されている。

(需要が減少 している加入電信)

50 55 60

籔加 入電信契 約数 の推移は,第2-2-19図 の とお りである。サ ービス

開始 以来,契 約数 は加入区域数の増加 とともに順調 な伸 びを 示 し て い

た。 しか し,デ ータ通信,フ ァクシ ミリ通信等 の発展 に よ り,文 字伝送

の メデ ィア問の転換が進み,50年 ごろか ら契約 数の伸 びは鈍 化 し,51年

度末の7万6千 加入を ピー クに契約数は著 しく減 少 してい る。

(DDX回 線交換網 との設 備共用)

最近 では,こ の ような契約数 の減少傾 向 とともに,交 換装置等 の陳腐

化,老 朽化が進み,機 能追加等へ の柔軟 な対応が困難に なって きた。



第2節 基幹通信ネットワークの成熟 一137-

一方 ,技 術及びサ ー ビスの面で加入電信 網 と類似性 のあるDDX回 線

交換網 が構築 され るよ うにな った。

こうした状況にかんがみ,NTTで は,加 入電信 網のDDX回 線交換

網 との設備共用 を図 り,加 入電信 回線を集束,多 重化 してDDX回 線交

換網 に接続す るため の多 目的集線多重化装置等を開発 し,60年 度 には,

設備共用 に よる加入電信サ ービスの運用 を一部 開始 した。

(4)1)DX網

DDX網 は,高 品質かつ高速なデ ータ通信 を実現す るためのネ ットワ

ークであ り.デ ータ通信 システ ムを支 える基盤 とな っている。

電話網や加入電信 網を利用 してデ ータ通信を行 うには,通 信速度や接

続時間等の面 において限界 がある。そ こで,デ ィジタル技術の進 展を背

景に,デ ータ通信の発展に適 した新 しい ネ ッ トワークとして,DDX網

が構築 され るよ うにな った。

(回線交換網 とパケ ット交換網)

第2-2-20図DDX回 線交換綱の構成

回線交換機

集線多重化装置

データ端末装置

NTT資 料に よ り作成
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DDX網 には,回 線交換網及びパ ケ ッ ト交換網の二つの独立 した ネ ッ

トワークがあ り,そ れ ぞれ54年,55年 にサ ービスが開始 された。

回線 交換網 は,利 用者か らの ダイヤル操作に よ り回線を設定 し・ デー

タを送 受す るネ ットワークであ る。回線交換網は,第2-2-20図 に示

す ように,回 線交換、機,加 入者回線を集束 ・多重化す るための集線多重

化装置,利 用者が デ ータを入出力す るためのデ ータ端末装置・ これ らを

結 ぶデ ィジタル回線等か ら構成 され てお り,網 形態は基本的には網形で

ある。 回線交換網 では,高 品質なデ ータ通信を実現す るために データは

すべ てデ ィジタル信号で送受信 され,交 換 もデ ィジタル信 号の まま行 う

時分割交換方式が採 られ ている。

一方 ,パ ケ ッ ト交換網は,送 信すべ き情報をパ ケ ッ トと呼ぽれ る一定

第2-2-21図DDXパ ケット交換網の構成

200～

9,600

b/s

パ ケ ッ ト交 換機

パケット多重化装置

48kb/s

データ端末装置

NTT資 料に よ り作成

第2-2-22表 回線交換網 とパ ケ ・7ト交換網 の特 徴

回線交換網

パケ ッ ト交換網

・比較 的長電文,高 密度 のフ ァイル転送形 のデータ通 信に適 して

いる。

・比較的短電文,低 密度 のデータ通信 に適 してい る。

・速度 の異 なる端末間の通信が可能で ある。
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の大 きさの ブ目 ックに分 割 し,パ ケ ッ トごとに蓄積 しなが ら空 き回線 を

選択 して伝 達するネ ットワークであ り,ネ ットワー ク全体の回線の使用

効率が高め られ る。 パケ ット交換網は,第2-2-21図 に示す よ うに,

パケ ッ ト交換機,パ ケ ット多重化装置(デ ータをパ ケ ッ ト形態 に し,か

つ,加 入者回線を多重化す るため の装置),デ ータ端末装置,こ れ らを結

ぶデ ィジタル回線等か ら構成 され てお り,網 形態は基本的には回線交 換

網 と同様であ る。

これ らのネ ッ トワークは,第2-2-22表 に示す ように,そ れぞれ異

なる特徴を有 している。

(利用が増大す るDDX網)

DDX網 の契約 回線数の推移は,第2-2-23図 の とお りであ る。 回

線交換サ ービス,パ ケ ッ ト交換サ ービス とも年 々急増 してお り,特 にパ

ケ ッ ト交換 サ ービスの58年 度以降の伸びは著 しい。 この よ うに,DDX

網に よるサ ービスが急速に普及 したのは,主 として通信料金の遠近格差

が電話網等 に比較 して小 さ く,ま た,特 にパ ケ ット交換網においては 情

報量 課金 であるため,マ ンマ シンイ ンタフェースを必要 とす るデ ータ通

信に適 した料金体系に なってい るためである。

利用者 ニーズに こたえ,サ ービス加 入区域 も年 々拡大 している。サ ー

ビス開始当初は回線交換網が4区 域,パ ケ ヅ ト交換網が7区 域 であった

が,60年 度 末現在 ではそれぞれ215区 域,461区 域 と,大 幅な伸びを示

している。

また,パ ケ ット交換網 の利用範囲を更に拡大す るため,NTTで は,

60年 度か ら電話網 とパケ ッ ト交換網の接続(第2種 パ ケ ッ ト交換サ ー ビ

ス)を 可能 に し,電 話網の端 末か らもパケ ッ ト交換サ ービスが受け られ

る ようにな った。 このサ ービスのサ ービス区域は,60年 度末現在,563

区域 とな っている。
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第2-2-23図DDXサ ー ビス契約回線数 の推 移
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DDXサ ービスは,製 造業,金 融 ・保険業,情 報通信サ ービス業等に

おい て多 く利用 され てい る。 また,利 用形態 としては,回 線交換サ ービ

スでは預金 ・為替 ・信託処理,受 託計算等が,パ ケ ヅ ト交換サ ービスで

は販売 ・在庫管理,情 報検索,保 険業務処 理等 がそれぞれ多 くなってい

る。

DDX網 は,今 後 のデ ータ通信,フ ァクシ ミリ通信等の非電話系サ ー

ビスの発展を支 える ものであ り,今 後 とも提供区域 の拡大 と機能 の拡 充

を 図ってい く必要が ある。
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(5)7ア クシ ミリ通信網

ファクシ ミリは,文 字や 図形を伝送す るもので,漢 字を使用する我が

国に適 した,ま た,記 録性を有す る通信 手段 として用 いられている。

ファクシ ミリ通信網は,フ ァクシ ミリ通信サ ービスを効率的か つ経済

的に提供す るための ネ ッ トワークであ り,DDX網 と並ぶ非電話系通信

の基盤 となってい る。

公衆法の改正に よ り可能 とな った電話網利用に よるファクシ ミリ通信

には,① 大量 の画面を遠距 離に送 る場合等においては通信料が割高にな

る,② 端末の送受信速度 を高速にす るには,端 末が高価にな る,な どの

問題があ った。 さらに,フ ァクシ ミリ通信機能 の高度化や多彩 なサ ービ

ス提供に対す る社会 の要望が年 々高 まって きたため,56年,電 電公社に

よ り,新 し くファクシ ミリ通信網が構築 され,よ り効率的,経 済的 なフ

ァクシ ミリ通信サ ービスが開始 された。

(フ ァクシ ミリ通信網の構成)

ファクシ ミリ通信網は,蓄 積 変換装置,フ ァクシ ミリ通信機能を有す

る交換機(以 下rTS-FX」 とい う。),フ ァクシ ミリ信 号 を コンピュー

タで処理す るための フ ァクシ ミリ ・データ変換接続装置,フ ァクシ ミリ

端末,こ れ らを結ぶ伝送路等に よ り構成 され てい る。網構成は基本的に

は星形 であ る(第2-2-24図 参照)。

フ ァクシ ミリ通信網は,DDX網 の よ うに発信端末か ら着信端末 まで

独立 した ネ ッ トワークにはな ってお らず,端 末か らTS-FXま では電話

網を利用す る形態 とな ってお り,単 独に ネ ッ トワークを構築す る場合に

比べ,シ ステ ムの経済化,サ ービス地域の容易な拡大が可能であ る。

フ ァクシ ミリ端 末の開発は,主 として通信 速度 の向上を 目指 して行わ

れ てきたが,種 々の ファクシ ミリ端末が市場 に出回 ったので,こ れ ら相

互間の通信を確保す る必要 性が 国際的に も早 くか ら認識 された。現在 で
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第2-2-24図 フ ァクシ ミリ通信綱の構成
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はCCITTに おい て,G1,G2,G3及 びG4の4方 式 が標準化 され

てい る。郵政 省では,こ れ に基 づ き,G2,G3及 びG4に ついて 推奨

通信方式を告示 している。

(フ ァクシ ミリ通信網 の発展)

フ ァクシ ミリ通信網は,当 初,電 話網 にTS-FXを 介 して蓄積変換装

置をアナ ログ回線 で接続 させた簡易な もので あった。そ の後,59年 に,

ファクシ ミリ・デ ータ変換接続装置の導入,蓄 積変換装置 とTS-FXを

結 ぶ回線 のデ ィジタル化をは じめ,ネ ッ トワーク全体 の機能 の拡張が行

われ た。 これに よ り,受 信時にパ ス ワー ドを用い る親展通信 や プロ トコ

ル変換 に よる異種端末間 の通信が可能にな る とともに,コ ンピュ・一タと

の接 続に よ り,デ ータ通信 の利便性を兼ね備 えた フ ァクシ ミリ通 信が可

能 とな った。

(利用が増大す る ファクシ ミリ通信網)

ファクシ ミリ通信網サ ー ビスの契約数は,サ ービス開始 以来,毎 年急
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第2-2-25図 フ ァクシミリ通信網 サー ビス契約数の推 移

50

45

40

契35

約30

数25

20

15

10

千5
契
約0

5657585960

年度末

NTT資 料により作成

激 な伸びを示 し て お り,60年 度末現在,対 前年度 末比154%増 の4万

6,271と な った(第2-2-25図 参照)。

また,フ ァクシ ミリ通信網サ ・一ビスの提供区域 もサ ービス開始当初の

5区 域か ら60年 度末現在 の536区 域(都 市)へ と大 幅に拡大 され,全 国

主要都市でサ ー ビスが提供 され る ように なった。

この よ うな急速な普及の理 由は,フ ァクシ ミリ通信 が,① 電話にはな

い記録性を有 してい ること,② 加入電信等に比べ端 末操作が容易であ る

こと,な どであ る。そのため,現 物性を要 しない記録 性の通信 として中
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枢的な地位を占め る可能性を有 してお り,今 日では,企 業は も とよ り・

個人事業所等に まで需要の層が広が りつつあ る。

ファクシ ミリ通信 は,一 対 一の通信 がその基本形態 とな ってい るが,

最近 では,本 店か ら支店 への同報 通信 や フ ァクシ ミリ端末を コンピー一

タの入 出力機器 として利用す るデ ータ通信,LANの 構成要素 として用

いる方法等,そ の形態 も多岐にわ た っている。

(フ ァクシ ミリ通信網の高度化 を 目指 して)

フ ァクシ ミリが広 く国民生活の各領域 に普及す るにつれ て,フ ァクシ

ミリに対す るニーズは,画 質の向上,付 加機能 の拡充等,よ り高度化 ・

多様 化 してい る。 こうした ニーズの充 足を図 るため,NTTで は,59年

度の ファクシ ミリ通 信網の機能拡張に続い て,B4判 の相互通信,テ レ

ホンサ ービスの ファクシ ミリ版 であ るファクシ ミリ案 内等を可能にすべ

く機能の拡充 を進めている。

ファクシ ミリ通信網 の今後 の発 展のた めには,画 像処理技術を中心 と

した積極的な技術開発を行 うことに よ り,フ ァクシ ミリ端末 を極力簡素

化 し,端 末機器の コス ト低減を更に図 る とともに,フ ァクシ ミリ通信網

の一層の機能の高度化,経 済化を進め,幅 広いサ ー ビスを提供 してい く

ことが必要であ る。

(6)専 用線利用の電気通信 ネ ッ トワー ク

専用線は,特 定の二者 間で通 信を行 うための ものであ り,そ の構成は

端末 と伝送路か らな る最 も単純 な直線形であ る。

専用線に よるサ ー ビスは,明 治39年 の東京一横浜間 の電話専用サ ービ

スがその始 ま りであ る。近年においては,電 話,電 信 のほか,デ ータ伝

送,映 像伝送,新 聞の紙面伝送等に広 く利用 され てい る。

(増大す る専用回線数)

専用回線数は第2-2-26図 の とお り,著 しい伸 びを示 してお り,60
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第2-2-26図 専 用回線数の推移
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(注)専 用回線数には,59年 度 までは特定通信回線を含む。

60

年度末現在53万6,774回 線 となっている。 この ように専用回線に対す る

需要 が増加 してい るのは,専 用線が企業等における特定地点間の頻度 の

多い通信に適 してお り,し か も専用線で扱え る情報 が文字,音 声,画 像

等 と幅広 いためであ る。

59年 度には,伝 送速度を一層 向上 させた高速デ ィジタル伝送サ ービス

及び衛星通信サ ー ビスが電 電公社 に より開始 され,そ れ ぞれの回線数は

60年 度末現在 で640回 線及び4回 線 とな った。

(専用線を利用 したデ ータ通信 システム)

専用線は,当 初,そ の即時性に着 目した利用が主であったが,専 用線
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に よる様 々な種類 の通信が 可能に なった今 日では,そ の位置付けは利用

者が望む通信 システ ムを構築す るため の一要素に変わ って きた。

専用線 を利用 したデ ータ通信 システムの 構築 は この 現れの 一つ であ

る。 デ ータ通信 システムの網形態につい ては,当 初は,大 型 コンピュー

タを時分割で共同利用す る方式が経済的に有利であ ったため,コ ンピュ

ータを中心に端末を接続 させた星形が主であ った。その後,小 型 コンビ

第2-2-27図 特定通信回線数とデータ通信システム数の推移
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(注)デ ー タ通信 システ ム数は,特 定 通信回線 のみ又は特定 通信 回線 と

公衆通信回線 の併用 に よって構成 され ているシステムの数 である。
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ユータが登場 し,そ の性能 の向上,価 格の低減 も図 られたため,デ ータ

や プログラムを使用頻度の高い場所に設置 して管理を行いやす くす るこ

とな どを 目的 とした分散型 システムが多 く出現す るよ うにな った。

電電公社の特定通信 回線(デ ータ通信のための専用回線で,60年 度か

らは一般の専用線に包含 され た。)及 び これ を用 いたデ ータ通信 シ ス テ

ムのそれぞれ の数の推移は第2-2-27図 の とお りであ る。

(高速デ ィジタル回線 に よる通信 ネ ッ トワーク)

高速デ ィジタル伝 送サ ービスは,そ の高速 ・大容量性か ら,電 話,デ

ータ伝送,フ ァクシ ミリ伝送,高 精細静止画伝送,テ レビ会議等様 々な

種類の通信が同一の回線 で可能に なる。

こうした特徴を有す る高速 デ ィジタル伝送サ ービスの開始 と電気通信

の 自由化 とがあい まって,企 業等においては,高 速 デ ィジタル回線 に よ

る社 内ネ ッ トワークの拡大 ・統合,さ らには,関 連企業を も包 含 した企

業間通信 ネ ッ トワークの構築が進め られている。 その例 としては,金 融

業等におけ るコンピー一タ間のフ ァイル転送 システム,本 社一支社 間の

テ レビ会議 システ ム,LAN相 互間通信 システム等があ る。

また,マ ルチ メデ ィア多重化装置の開発に よ り,高 速デ ィジタル回線

におい て,音 声,デ ータ等異 なるメデ ィアの多重化 が容易にな ったが,

最近では,こ の装置 を更 に機能拡張 し,1台 に複数 の高速デ ィジタル回

線を接続 して多地点 間を結ぶデ ィジタル通信 ネ ットワー クを構築する動

きがあ る。

(専用線に よる電気通信 ネ ッ トワークの今後の課題)

専用線は,電 気通信 ネ ットワークの構築のために重要な手段 とな って

い くと考え られ る。 このため,専 用線の高信頼化 の一層の推進,専 用線

利用技術の開発等が,今 後重要であ る。

(7)有 線放送電話網
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有線放送電話は,有 線 ラジオ放送 設備を用 いて電 話業務を行 うもので

あ り,農 漁業地域 において簡易 な広報連絡手段 として利用 され てい る。

有線放送電 話網 は第2-2-28図 の とお り.多 数共 同加入方式 に よる

星形 である。

セ ンターは,放 送におけ る番組送出機 能のほか,電 話におけ る交換機

能を兼ね備 えてい る。 また端 末は,放 送 と電話の両方の機能を もつ スピ

ーカ付 きの電話機が使用 されてい る
。

さらに,NTTと 接 続契約 を結べ ぽ,オ ペ レータを介 して電 話 との通

第2-2-28図 有線放送電話網 の構成
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話が可能 となる。

当初,有 線放 送電 話は,普 及 の遅れていた電 話の代替 メデ ィアとして

機能 していたが,電 話の普及が進むにつれて,機 能 の変化が生 じて きて

いる。今後は,コ ミュニテ ィ放送,緊 急放送等 を低 コ ス トで 提供で き

る,地 域情報通信 メデ ィア としての役割が期待 され ている。

(8)国 際通信ネ ッ トワーク

国際通信ネ ットワー クは,国 内通信ネ ッ トワークとの接続部分 と国際

間を結 ぶ伝送 路部分 の二つに分け ることが で き る(第2-2-29図 参

照)。

KDDの 国際交換局は,国 際間の回線の設定,相 手国 との間で必要 な

制御情報 の授受等 の機能を有 し,円 滑 な国際通信を実現す るため の中枢

的役割を果た してい る。 また,電 話,テ レ ヅクスのほかに,デ ータ伝送

サ ービスのVENUS-Pを 提供す るためのパ ケ ッ ト交換機能 をもつ国際

交換局 もあ り,国 際通信の高度化 が図られ てい る。

一方 ,国 際間の伝 送手段 として,現 在,海 底 ケーブル,通 信衛星,対

流圏散乱波及び短波の4種 類が あるが,こ の うち大部分は海底 ケーブル

及び通信衛星 であ る。

(世界に広が る海底 ケーブル)

海底 ケーブルに よる国際通信は,2国 の海底 ケーブル陸揚 局間を結ん

で行われ る通信であ る。

現在我が国には,二 宮,直 江津,浜 田等の5か 所 に海底 ケ ーブル陸揚

局があ り,こ れ らの陸揚局か ら米国,ソ 連,東 南アジア等へ向け て8条

の海底 ケーブルが敷 設され てい る(第2-2-30図 参照)。

また,世 界的に も,海 底 ケーブルは増加 してお り,近 年では,先 進諸

国間のみな らず,東 南 アジア,イ ン ド洋海域 の諸国 も建設計画を推進 し

つつあ る(第2-2-31図 参照)。
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海底 ケ・一ブルは,陸 上で使用す るケー ブルに比べ て建設,保 守が 困難

である ことか ら,長 寿命 の海底 中継 器の開発,波 浪に よるケーブル の移

動 や船 舶の錨等 に よる切 断や損傷 を防 ぐための ケーブル補強方法の 開発

等 が行われ て きた。 また,回 線の大容量 化を 目指 した研究開発が進 めら
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れ てお り,我 が国 では,現 在,電 話級換算2,700回 線 の容量 を もつ海底

同軸 ケ ーブルが 日本一韓国 間に敷設 され てい る。

(大容量通信 を可能 とす る国際通信衛 星)

衛星に よる国際通信は,赤 道上 空約3万6千kmの 静 止軌道上に打ち

上 げ られた通信衛星を用い,地 球 局か ら発射 された電波を この通信衛星

で中継す るこ とに よ り行われ る通信 である。地 球局には,遠 距離の無線

通信 を可能 とす るために,強 い電波 を送 出す るための大出力送信機,電

波を効率的に送受信す るためのパ ラボラア ンテナ等 が設置 され てい る。

第2-2-32図 主な通信衛星の静止軌道上配置

(60年度末現在)
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現在我が国には,茨 城 と山 口の2か 所に地球 局が あ り,そ れぞれが太

平洋上,イ ン ド洋上 の通 信衛星を経由 して世 界各国 との間で国際通信 を

行 ってい る。 また,山 口の地球局は,太 平洋及びイ ン ド洋上のイ ンテル

サ ッ ト衛星を常時正常に作動 させ るための追跡 ・管制局の一つにな って

いる(第2-2-30図 参照)。

世界的には,現 在,イ ンテルサ ットIV-A号 系衛星及びV号 系衛星 が

中心 とな って,各 地球局間の通信 を 実現 してい る(第2-2-31図 参

照)。 また,主 な通信衛星 の 配置は,第2-2-32図 の とお りである。

衛星通信は,そ の広域 性,大 容量性か ら,多 地域相互の通信,テ レビ

ジョン伝送等の広 帯域伝送が可能であ り,国 際通信を飛躍的に発展 させ

る大 きな要素 とな っている。1965年,イ ンテルサ ット1号 系が大西洋上

に打ち上げ られて以来,通 信衛星の大容量化を 目指 して開発が進め られ

てきた。現 在打ち上 げ られ ているV号 系は,電 話級換算約1万2,000回

線 ～1万4,000回 線及びテ レビジ ョン回線2回 線 と,1号 系の50倍 もの

伝送容量を もってい る。

(国際通信の発 展を 目指 して)

増大 し続け る国際通信 に対す る需要に こたえて,国 際通信 ネ ッ トワー

クを発展 させ るためには,光 ファイバ海底 ケーブルの実用化 と通信衛星

の大容量化が必要であ る。

KDDで は,光 フ ァイバ海底 ケーブルに よる第3太 平洋横断 ケ・一ブ ル

(TPC-3)の 建設(63年 度完成予定)を 進め ると と もに,通 信衛星の

大容量化 を 目指 した周波 数多重利用 の研究,通 信衛 星の安全性 ・信頼性

に関する研 究等 を行 っている。

4放 送ネ ッ トワーク

放送は,即 時に,か つ,不 特定の者に対 して,同 時に情報を供給す る
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メデ ィアであ る。 ここでは,放 送の うちテ レビジ ョン放送を中心に概説

す るとともに,ラ ジオ放 送につい ても言及す る。

(1)テ レビジ ョン放送 綱

(ネ ットワークの構成)

テ レビジ ョン放 送の ネ ッ トワー クは,基 本 的 に は,放 送 番組 を 制作

し,こ れを送信す るセンターとしての機能を もつ放送 局 と,こ れを受信

す る端末 としての機 能を もつテ レビジ ョン受像機か ら構成 され てい る。

放 送ネ ッ トワークは,電 波 を媒体 としてい るため,簡 単 な網構成 とな

ってい る。 この結果,安 価にネ ッ トワークの構築を行 うことが可能 であ

る(第2-2-33図 参照)。

テ レビジ ョン放送に用 い られ る電波 は,い ずれ も波長が短 く,直 進性

が強 いので,主 に見通 し範囲 内で しか伝搬 しない。 このため,放 送の及

第2-2-33図 テレビジョン放送網の構成
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ぶ地域 を拡大す るた め,放 送局の番組を中継 して放送す る中継 局が開設

され る。

なお,電 波法上の放送局 とは,番 組 を制作 し,こ れを送 信す る放送局

と,中 継 のた めに設置 され る中継局の両方を指 し,60年 度末現 在,1万

3,178局 とな っている。

(テ レビジ ョン放送 の周波数割当)

放送 局は,周 波数割当計画(以 下 「チ ャンネル プラン」 と い う。)に

従 って置局 され る。放送局には,番 組 を制作 し,こ れを送 信す る局 とし

て,チ ャンネルプラ ンの第1次 割当計 画表に基づい て開設 され る放送局

(以下 「1次 プラ ン局」 とい う。)の ほか,中 継局 としてチ ャンネル プラ

ンの第2次 割当計画表に基づいて開設 され る放送局(以 下 「2次 プラン

第2-2-34図 種類別放送局数の推移
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局 」 と い う。2次 プ ラ ン 局 の 中 に は,一 部,番 組 制 作 能 力 を も つ も の も

あ る 。),微 小 電 力 テ レ ビ ジ ョ ン放 送 局 及 び 極 微 小 電 力 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

局 が あ る 。 これ ら の 局 数 の 推 移 は,第2-2-34図 の と お りで あ る 。

第2-2-35図 民間テ レビジ ョン放送 のチ ャンネルプラン

(60年度 末現在)
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チ ャンネル プランでは,放 送 の対 象地域を単位 として周波数の割当て

を行 ってい る。放 送の対象地域は,原 則 として各県一 つ となる ように定

め られ てい る。 しか しなが ら,地 理的あ るいは経済的理 由か ら,複 数の

都府県を まとめた地域 を もって一つ の放送対象地域 としている ところ も

ある。

チ ャンネル プランでは,NHKに つい ては,総 合番組局 の放送及び教

育 ・教養専門局の放 送がそれ ぞれ全国的に視聴で きる ように,ま た,放

送大学学園につい ては,関 東地 方において視聴で きるよ うに周波数の割

当てを行 ってい る。 民間放 送につ いては,60年 度末現在,各 県で視聴可

能 なチ ャンネル数 は,第2-2-35図 の とお りとなってお り,チ ャ ンネ

ルプラン上,民 間放 送を4チ ャンネル以上(NHKと 合わせ て6チ ャン

ネル以上)視 聴で きることとな る 世帯は,全 世帯 の 約8割 となってい

る。郵政省では,今 後,全 国各地 で民間放送を最低4チ ャンネル視聴で

きるよ うに周波数の割当てを行 うこととしてい る。

(番組の制作 と送 出)

放 送局では,様 々な形態 で番組が制作 され る。制作 された番組は,す

第2-2-36図 放送の中継の概要
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ベて主調整室(番 組 送出 コン トロールル ーム)に 送 られ,こ こで放送 ス

ケジュールに従 って送 信所に送出 され る。

演 奏所(本 社)と 送信所 とは,有 線又は無線回線で結ぼれ てい る。 ま

た,中 継局へは,一 般 に放送波 に よる中継 が行われてい るが,一 部 では

マイ クロウェーブ回線等に よる中継 も行わ れてい る(第2-2-36図 参

照)。

(テ レビジ ョン放送 に用 いられ る電 波)

テ レビジ ョン放送に用い られ る電波は,主 と し てVHF(90MHz～

108MHz及 び170MHz～222MHz,1～12チ ャンネル)とUHF(470

MHz～770MHz,13～62チ ャンネル)が 使用 され てい る。 このほか,都

市受信障害対策用 と し てSHF(12GHz帯,63～80チ ャ ンネル)が 使

用 され ている。

(NHKの 全 国向け放 送の中継)

NHKで は,地 域放 送以外の全国向け放送につ いて,NTTの テ レビ

ジ ョン放送中継回線等に より,各 地 の放送局(1次 プ ラン局)を 結び,

放送番組 を伝送 している。

NHK総 合テ レビジ ョン放送 の中継 回線 の系統 図は第2-2-37図 の

とお りであ り,基 本的には東京か ら出発 し,各 放送局 を結 んだ後,最 後

に再び東京に戻 って くるル ープ形であ る。 これは,地 方 か らの全国向け

放 送の送出を行 う場合に,ル ープに割 り込む方法に よれ ば,中 継 回線 を

別に設定す る必要がな くな り,経 済的な運用が図れ るか らである。 さら

に,番 組 の送受局や接続範囲が変わ ることが多 く,端 末 回線 と中継 回線

の接続変更を頻繁に行 う必要があ る。 このため,NTTの 東 京テ レビジ

ョン中継 センタには,自 動回線統制 システ ムが設け られ,全 国的な回線

制御を行 ってい る。

なお,民 間放 送については,他 の 放送事業者 か ら 放送 の供給 を受け
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て,放 送す ることがあ る。 この番組 の伝送 に もNTTの 回線 が使用 され

てい る。 この回線は,(社)回 線運営 セ ンターがNTTか ら借 り受け・そ

の運 営に当た ってい る。

また海外 か らの番組 素材は,KDDの 国際 テ レビジ ョン伝送回線に よ

り中継 が行われ てい る。

(難視聴 の解消に向け て)

テ レビジ ョン放送 では,難 視 聴対策 が課題 とな ってい る。難視聴は,

辺地難視聴 と都市 受信 障害の2種 類に分類で きる。

辺地難視聴 につ いては,こ れ まで中継 局及 び共 同受信施設 の設置に よ

り解消が図 られ て きたが,そ の地域 が散在 ・狭 域化 してきた こ と に よ

り,解 消効 率が低下 して きたため,NHKの 難 視聴につい ては,衛 星放

送に よ り,そ の解消を図 ることとしてい る。 また,民 間 放 送 について

は,引 き続 き中継 局の設 置に よ り解 消を図 ってい る。

都市受信障害については,主 として有線 に よる共同受信施設が利用 さ

れ てい るほか,SHF帯 の周波数 に よる放 送が行われ ている。

第2-2-38表 ラジオ放 送の種類と特徴

種 類 使用 周 波 数 副 電 波 の 特 徴 等

中 波

放 送

短 波

放 送

FM

放 送

526.5kHz～

1,606.5kHz

3MHz～21MHz

(国 際 放 送 は

6MHz～21MHz)

76MHz～90MHz

・波長が長いので,山 な どの障害物が あって も,

回折す る性質がある。

・夜間になる と,昼 間 よ り遠方 まで届 くよ うにな

り,混 信が多 くなる。

・地表面 も伝わ るが,電 離層で反射 され るので,

地球の極めて遠方 まで届 く。

・電離層の状態が,昼 夜,季 節 によ り異なるので,

周波数 の切替 えが必要 である。

・直進性が強 く,主 に見通 し範 囲しか伝搬 できず ,

障害物に よって遮 られ る。

(テ レビジ ョン放送波 とよ く似た性質)
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(2)ラ ジオ放送網

ラジオ放送網は,テ レビジ ョン放 送網 と同様,放 送局及び ラジオ受信

機か ら構 成されている。

ラジオ放送 の種類 には,中 波放 送,短 波放送及びFM放 送がある。そ

れぞれに用い られる電波 の特徴は,第2--2-38表 の とお りである。

(カパ レッジの拡大が図られ てきた中波放送)

中波放送は,AM放 送 とも呼ぼれ,サ ービスエ リアが広 く,受 信機が

第2-2-39図 民間中波放送のチャンネルプラン

(60年度末現在)
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小型で簡便なため,二{一 スや生活情報等の情報番組を中心に広 く普及

している。

中波放送 のチ ャンネルプ ランは次の とお りであ る。NHKに つ い て

は,各 分野の番組を放送す る第1放 送 と,全 国同一 の数育 ・教養 番組 を

放送す る第2放 送 の2種 類 の放送を行 うこととしている。 また民間放送

につい ては,主 要 な地域にお いては複数 の放送 が,そ の他の地域におい

第2-2-40図 民間FM放 送のチャンネルプラン

(60年度末現在)
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ては一 の放送 が可能 となる ように している(第2-2-39図 参照)。

また,53年 には,周 波数のわずかな違いか ら発生す る外国電波 に よる

混信及 び同一 周波数 の外国電波 との混信の解 消 と各国の放 送局新 設の要

望に こたえるための国際協定に基づ き,周 波数割当がそれ までの10kHz

間隔か ら9kHz間 隔に切 り替え られた。

(広範囲が カバ ーで きる短波放送)

短波放送は,極 め て広い範囲が カバ ーで きる。現在,我 が国では,民

間放送1社 に よる国内放送 と,NHKに よる国際放 送が行われ ている。

国内放送は,2局 で全国 をカバ ーしている。

国際放送 は,KDDの 八俣送信所 か ら,世 界各地に向けて放送 が 行わ

れ てい るが,こ のほかに アフ リカの ガボ ン共和国 モヤビ送信所を利用 し

た欧州,中 東,北 ア フリカ向けの中継放送 も行われている。 さらに,61

年10月1日 か らは,カ ナ ダのサ ックビル送信所か ら北米向け の中継放送

が行われ ている。

(普及が進む民間FM放 送)

FM放 送は,高 品質な伝送 と臨場感 のあるステ レオ効果 を特徴 とし,

音楽放送を 中心に放送 され てい る。

FM放 送 のチ ャンネル プランは次の とお りである。NHKに つ い て

は,全 国1系 統の放送の実施が可能 となる ように している。 また民間放

送につい ては,県 域放送 を原則 として,早 い機会に全国普及 を図る方針

に基づ いて周波数の割当てを行っている。60年 度末現在の周波数 の割当

地区は,40地 区(41都 道府県)と な ってお り,東 京 及び大 阪地区におい

ては,2波 目の周波数の割当てが行われ てい る(第2-2-40図 参照)。

さらに,放 送大学学園については,関 東地方において放送 の実施が可能

とな る よう周波数の割当てを行 ってい る。
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5有 線放送 ネ ッ トワーク

有線放送 ネ ッ トワークは,ケ ーブル等 の導体 を利用 して,映 像や音声

等の情報を伝送す る もの であ る。

(1)CATV網

CATVは,当 初テ レビジ ョン放 送の難視聴を解消す るための も の で

あ った。 しか し最近では,伝 送路の能力を生か し,自 主放送や各種 の情

報 サ ービスの提 供等を行 うシステ ムとして も利用 され る ようにな った。

さらに今 日では,大 規模 ・多チ ャンネル ・多 目的な い わ ゆ る 「都市型

CATVJゐ 建設が進め られてい る。

(CATV網 の構成)

CATV網 は,セ ンタ ー,受 信端末 及び これ らを結ぶ伝送路か ら構成 さ

第2-2-41図CATV網 の構成
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れてい る。 また網形態は,伝 送路におい て増幅 ・分岐が必要なため,ツ

リー形であ る(第2-2-41図 参照)。

セ ンターの機能 は,基 本的には テ レビジ ョン放送 と同様である。 また

センターには,テ レビジ ョン放送の送信ア ンテナに相当す るヘ ッ ドエ ン

ドが設置 され ている。 ヘ ッ ドエ ン ドは,受 信 した番組や 自主番組 の放送

波を,増 幅,調 整,合 成 して,ケ ーブルに送 出す る機能を もってい る。

CATV網 の伝送路には,放 送型サ ービスに適 してい る 同軸 ケーブル

が用 い られ てお り,そ の伝送帯域 は従来250MHz程 度 までの ものが ほ

とん どであったが,最 近 では,都 市型CATVに 代表 され る よう に300

第2-2-42図CATV施 設数の推移
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MHzや450MHzま で の広帯域伝送が可能 な ものが設置又は計 画 され て

い る。 また,こ れ らの都市型CATV等 では,有 料 テ レビの提供 のた め

に,伝 送路は双方向伝送が可能 な ものにな っている。

今後のCATVに おいては,こ の広帯域化,双 方 向化が急速 に進行 し

てい くもの と予想 され る。

CATV網 の端末は,各 家庭に設置 され てい る テ レビジ ョン受像機で

あ る。 ただ し,多 チ ャンネル化又は双方向化に対応す るためには,ア ダ

フ.タが必要 とな る。

(CATVの 普及状 況)

第2-2-43図CATV受 信契約者数の推移
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CATVの 施設数及び受信契約者数 の 推移は第2-2-42図 及び第2

-2-43図 の とお りであ る
。我 が国のCATVは,施 設数でみ る と小規

模施設が多いが,受 信契約者数でみる と大規模施設の増加が著 しく,施

設の大規模 化の傾 向がみ られ る。

(CATVの 発展 のため に)

CATVの 発展のためには,次 の課題があ る。

①CATVに おけ る無線利用

CATVの 大規模化に伴い.ケ ーブルの敷設等が困難 な箇所 に つ い

ては無線を利用 し,設 備 コス ト等の節減を図る ことが有効な手段 であ

る。 このため,郵 政 省では,58年 に23GHz帯 の無線を利用す る免許

方針を定め,60年 にはチ ャンネル数の拡大 と利用範囲等の拡大を行 っ

た。今後,CATVの 普及に向け て,無 線の積極 的 な 活用を図 ること

が重要 であ る。

② 再送信におけ る同意問題

放送事業者の放送をCATVで 再送信す る場 合には,そ の放送事業

者の同意が必要であ るが,こ れ まで放送事業者 とCATV事 業者の間

では再送信に関す る協議が整 わない例 もみ られた。そ こ で61年5月

に,有 線 テ レビジ ョン放 送法の改正が行われ,当 事者 間の協議が整わ

ない場合には,郵 政大臣の裁定 に より措置す ることな どがで きるよ う

にな った。

③ 周波数配 列

今後 のCATVは,大 規模 化 ・多 チ ャンネル化 ・多 目的化 の方 向に

進展す る と想定 され るので,多 数の伝送 チ ャンネルが確保 され,か つ,

伝送チ ャンネル相互の妨害が少ない周波数配列が必要である。 これに

ついては,61年3月 に 「有線テ レビジ ョン放送技術委員会」か ら,望

ましい周波数配列 が報告 された。郵政 省 としては,今 後,こ の周波数
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配列 の標準化を 図る方針 である。

(2)有 線 ラジオ放送網

有線 ラジオ放 送は,当 初 ラジオ放送を共同 で聴取す るた めに始 ま り,

その後,農 漁村におい て地域情報を伝達す るた めの もの,都 市において

飲食店等に音楽を放送す るため の もの等が次第 に発達 して きた。

有線 ラジオ放 送は,共 同聴取業務(ラ ジオ放送を受信 して再送信する

もの),告 知放送業務(ラ ジオ放送以外 の音声 その他の音響 を 送信する

もの)及 び街頭放 送業務(道 路,広 場,公 園等公衆 が通行 し又は集合す

る場所で,共 同聴取又は告知放送 を行 うもの)に 分類 され る。

有線 ラジオ放送網は,第2-2-44図 の とお りツ リー 形 で,CATV

網 と類似 した構成 とな っている。

第2-2-44図 有線ラジオ放送網の構成

「 「

再送信 を行 うため

の受信ア ンテナ

セ ン タ ー

L一 ユ

(注)1.マ イ クロホ ソ及び録 音機は共同聴取業務には用い られない。

2.増 幅器は距離が長い場合に必要 となる。
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第3節 進 化する通信 ネ ッ トワーク

通信 ネ ットワークは,今,新 たな時代を迎 え,大 きく発展 し つ つ あ

る。

本節 では,基 幹通信 ネ ッ トワークを基盤 として構築 された新 しい通信

ネ ットワークの現状 を述べ るとともに,最 近 の大 きな動 きであ る通信 ネ

ッ トワークのデ ィジタル化及び結 合について概述 した後,通 信ネ ッ トワ

ークの高度化 につ いて展望す る。

1通 信 ネ ッ トワークの新たな展開

基幹通信 ネ ッ トワークは,そ の面的拡大,基 本機能の充実 とい う点 に

おいて,今 日では,ほ ぼ成熟 の域 に達 し,国 民生活を支え るイ ンフラス

トラクチ ャーとして大 きな役割 を果 た している。

基幹通信 ネ ッ トワークの成熟に よ り,通 信が広 く国民生活の各 領域 に

普及す るにつれて,通 信 の もつ有用 性に対す る認識は,国 民全体 に浸透

して きた。同時に,国 民の通信 に対す る ニーズは,情 報化 の 進展 に 伴

い,よ り高度化 ・多様 化 して きた。

また,通 信 ネ ットワークの構築に不可欠な通信 技術 も,近 年急速 に進

展 してい る。中で も,コ ンピュータを駆使 した通信 処理技 術に よって,

通信機能 の高度化 ・多様化が容易 とな り.異 機 種間の通信等,様 々な形

態 の通信が可能 とな った。

これ らを背景に,従 来 の通信 ネ ッ トワークの機能が次第に向上 してい

くとともに,利 用者 は新 たな形態の通信を求 める ようにな った。 これ に

こたえ,電 子郵便網,ビ デオテ ックス通信網等 の新 しい通信 ネ ットワー

クが出現 した。
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(1)電 子郵便網

電子郵便網は,郵 便物の作成や送達過程 に電気通信 を取 り入れ た もの

であ る。現在我が国で提供 され ているサ ービスには,フ ァクシ ミリ型 電

子 郵便 と,コ ンビ晶一タ発信型電子郵便 の2種 類があ る(第2-3-1

図参照)。

ファクシ ミリ型電子郵便は,郵 便局に ファクシ ミリ送受信機 を 設置

し,通 信文等 を電話網を使 って送受信す るもので,郵 便 ネ ッ トワークの

うち輸送 ネ ッ トワークの部分を,電 気 通信に置 き換えた ものであ る。61

年4月 末現在,889局 に フ ァクシ ミリ送 受信機 が設 置 されてお り,全 国

的にサ ー ビスが提供 されてい る。

コン ピー一タ発 信型電子郵便 は,郵 便局に持 ち込 まれた磁気テ ープ等

に記録 され た通信文 を,DDX網 を使 って送信 し,着 信局 で内容 を プ リ

ン トア ウ トし,配 達す るもので ある。現在,東 京及 び大 阪において,サ

ービスが提供 され ている。

郵政省では,電 子郵便 の一層 の向上を図 るため,フ ァクシ ミリ送 受信

機設置局の拡大や システ ムの改善に取 り組 んでいる。

(2)VAN

VANは,デ ータ通信の一層 の発展を図 るため,通 信速度,通 信 手順

等の異な るコンビ凶一タ又 はデ ータ通信 システ ムを相互に結びつけ るこ

とを主た る目的 として出現 した。VANに よるサ ー ビスには,各 種 の変

換機能,メ ールボ ックス,デ ータベ ースに よる情報 提供,オ ンライ ンリ

アル タイム処理等 があ る。

VANの 導入に よ り,企 業 は効率的 なネ ットワークの構築 と,多 くの

企 業を結びつけた総 合デ ータ通信 ネ ットワークの構築 が可能 とな る。

VANの 伝送路には,電 話網,専 用線及びDDX網 が使われ ている。

VANの 特徴は,既 存の通信ネ ッ トワークに各種 の機能 を付加 して,い
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第2-3-1図 電子郵便綱 の構成
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わば ソフ ト的 なネ ットワー クを構築 してい るところにある。 また,セ ン

ターに複数 のホス トコンピュータが置かれ るVANも あ る。 さらに接 続

装置であ るゲ ー トウェイを経 由す ることに よ り,LAN等 との結 合 も可

能であ る。

(VANの 機能)

VANの 機能 には,通 信処理(情 報 の内容 を変 えずに,形 式,通 信速

度,コ ー ド,フ ォーマ ッ ト等の変換や蓄積等 を行 うこ と。第2-3-2

表参照),情 報 の処理,加 工,提 供等があ る。 これ らの機 能を利用 した

例には,座 席予約 システム,在 庫管理 システ ム,デ ータベ ースサ ービス

システ ム等 があ る。 また,VANの 通 信処理機能に対す るニーズは,第

2-3-3図 の とお りであ り,ど の機能 に対 してもニーズが高い。
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第2-3-2表VANの 主 な通 信処理機能

機 能

速 度 変 換

コ ド 変 換

フォーマ ッ ト変換

メ デ ィア 変 換

プロ トコル変換

メー ル ボ ック ス

同 報 通 信

時刻指 定通 信

概 要

デー タ伝送 のスピー ドを変

換す る機能

デー タ処理の対 象 となる業

務の顧客,品 目,業 務 の種

類等 ご とにつけ られる番号

(コ ー ド)を変換す る機能

入出力に用 いる帳票 の様 式

やデー タの並べ方(フ ォー

マ ッ ト)を 変換す る機能

コンピュー タで処理 される

数 値デー タを,音 声,画 像,

フ ァクシミリ信号等 の異な

る メデ ィア間の通信が可能

とな る信号に変換す る機能

回線の接続,各 種の制御の
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第3節 進化す る通信 ネ ッ トワーク ー173-

VANの 通信 処理機能に対するニーズ
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(VANの 発展形態 と将来展望)

VANの 発展形態は,第2-3-4図 の とお りであ る。

VANは,企 業内通信 ネ ットワークを相互に接続す るものとして登場

した。 このVANは,現 金支払や座席予約業務等 を取 り扱 うもので,特
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第2-3-4図VANの 発展形態

① 企業 内通信 ネ ッ ト ゆ ② 特化VANの 出現 ⇒ ③ 汎用VANの 出現

ワー クに よる通 信

ホス ト

端末

汎用の
VAN

特化
VAN

化VANと 呼ぽれ ている。 特化VANは,接 続範 囲が特定者に限定 され

た閉鎖 型VANで あ り,さ らに,そ の相 互接続 に よって効用を拡大す る

ため・汎用VANに よ り結 合 され る。汎 用VANは,電 気 通信の 自由化

に よって出現 した もので,接 続範 囲を限定 しない開放型VANで あ り,

様 々な機能を もつ こ とも可能であ る。

汎用VANは,今 後,各 地 にホ ス トコ ンピゴ ータを設置 しなが ら,全

国 をカバ ー してい くもの と考え られ る。 また特化VANも,経 済性,効

率性を 目指す とともに,危 険分散に よる安全性 ・信頼性 の向上 を図 る観

点か ら,ホ ス トコンピュータを全国各地に分散設置 してい くことが予想

され る。

(3)ビ デオテ ックス通信網

ビデオテ ックスは・各 種の情報 をセ ンタ ーのデ ータベ ースに蓄積 し,
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利用者が,必 要な情報 を必要 な ときにデ ィス プ レイ表示に よ り入手で き

る一対多数型,リ クエ ス ト型の メデ ィアであ る。

ビデ オテ ックスには,公 衆型 ビデオテ ックス(キ ャプテ ンサ ービスが

その例 である。)と,地 域や企業 ごとに構築 さ れ るプライベ ー トビデオ

テ ックスがある。

ビデオテ ックス通信サ ー ビスにおける網構成は,キ ャプテ ンシステ ム

を例に とると,情 報 セ ンター.ビ デオテ ックス通信処理装置,利 用者端

末,情 報入力端末及び これ らを結ぶ伝送路か ら構成 されてお り,端 末か

らビデオテ ックス通信処理装置 までは,電 話網 が利用 されている(第2

-3-5図 参照) 。

端末は,テ レビジ ョン受像機 にアダプタを付 加 した もののほか,専 用

端末,パ ソコン等があ る。

第2-3-5図 ビデオテックス通信サービスにおける網構成

情報入力装置
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電 話 網
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デ
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通
信
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智 口 利用者端末
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プライベ ー トビデオテ ックスは,地 域 ごと,企 業 ごとに構築 され るも

ので,そ れ ぞれ に密着 した生活 情報,ビ ジネス情報 等を提供 してい る。

伝送路 は,電 話網,LAN,専 用線 等が用 い られている。

ビデオテ ックスの普及 は,当 初 の見込み を下 回 ってお り,60年 度末現

在 のキ ャプテ ンサ ー ビスの利用契約数 は,約1万2,000で あ る。 このた

め,今 後,① 低価格 の端末 の開発 ・普 及,② 共同セ ンターの機能向上,

③料金制度 の検討等 の施策 を進 めてい くことが必要であ る。

(4)パ ソコン通信 網

パ ソコン通信網 は,一 般に,端 末,セ ンタ ー及 び これ らを結ぶ伝送路

か ら構成 され るが,大 規模 な本格 的セ ンタ ーを有す る通信網か ら,各 利

用者 のパ ソコン端末が,直 接,相 互に通信 を行 うもの まで様 々なものが

あ る。

端末 は,パ ソコン及び 回線接 続機器か ら成 る。回線接続機器 と し て

は,従 来 は音響 カプ ラが 中心 であ ったが,高 速化 ・高信頼化を図 るため

モデ ムの利用 が進 んでお り,さ らに,高 度 な通信制 御機 能を内蔵 した通

信アダ プタ等 も実用化 され ている。 セ ンタ ーは,大 型 コンピュータ等を

用いた本格 的な ものか ら,パ ソコン等 を用 いた小規模な もの まで様 々で

あ る。伝送 路は,電 話網 が利用 され る ことが多いが,セ ンター との通信

を経 済的に行 うため,パ ケ ッ ト交換網 が利用 され ることもあ る。

パ ソコン通信網 で提供 され る代表的 なサ ービスには,デ ータベ ースの

検索,利 用 者相互間で メッセ ージを送 受す る電子 メール通信,複 数の利

用者が共通蓄積 領域 に メ ッセ ージを読 み書 きす る電子掲示板等があ る。

また,セ ンターを経 由せず にパ ソコン相 互間で ファイル転 送等を行 う形

態 も存在す る。

パ ソコン通信網は,端 末 が汎用性 を有す ることか ら,現 在の文字情報

のみな らず画像情報 等多様な メデ ィアを取 り扱 う高度な通信網に成長 し
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てい くもの と考え られ る。 また,デ ータ通信の広範な普及 の可能性を有

してい ることか ら,今 後,よ り一層 の利便性の向上を図るため,マ ンマ

シンイ ンタフェース技術 や利用技術の高度化等を検討 してい くこ とが必

要であ る。

(5)移 動体通信網

移動体通信網の主な ものには,移 動体電話網,MCAシ ステム及びパ

ーソナル無線があ る。

(移動体電話網)

移動体電 話網 は,電 話網 と接続 され る移動体通信網で,自 動車電話網,

航空機公衆電 話網,船 舶電話網及び列車公衆 電話網があ る。移動体電 話

網は,交 換局,回 線制御局,無 線基地局,移 動機及 び これ らを結ぶ伝送

路か ら構i成され ている(第2-3-6図 参照)。

自動車電 話網では,周 波数は800MHz帯 が使用 され,サ ービス提供

地域を半径5～10kmご とに分 け,同 一周波数を繰 り返 し使用す る小 ゾ

第2-3-6図 移動体電話網の構成
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ー ン方式が採用 され てい る。移動機 との通話は,地 域識別番号を付 して

ダイヤルす るこ とに よ り行われ る。 また,自 動車が通話中に他 の小 ゾー

ンに移動 しても通話を継続で きるよ う,通 話中の無線 チ ャソネルを移動

先の小 ゾー ンで使用可能なチ ャンネルに 自動 的に切 り替え る追跡切替技

術が採 用 されている(第2-3-7図 参照)。60年 度末現在 の契 約数 は

6万2,103,対 前年度末比53.8%増 と著 し く伸 びてい る。

航空機公衆電話網 においては,交 換局及 び無 線回線制御局は 自動車電

話 と共用 とな ってお り,六 つの無 線基地 局で カバ ーされてい る。

船舶電話網は,自 動車電話網 と類似 の網構成 である。通話接続の方法

は,自 動車電話 と同様であ るが,自 動車電話 の よ うな追跡切替えは行わ

れない。60年 度末現在 の契約数は1万4,921で あ る。

列車公衆電話網には,手 動方式(東 海道 ・山 陽新幹 線で使用)と 自動

方式(東 北 ・上越新幹線で使用)が あ る。手動方式 は5か 所 の市外電話

局か ら,自 動方式 は列車公衆電話サ ー ビス機能 を有す る6か 所の市外交

換 局か ら,そ れぞれ統制局 と接 続 されてい る。列車 の追跡 は統制 局で行

われ,統 制局 と市外交換局 との間の回線は,通 話が終 了す る まで固定 さ

れ ている。

第2-3-7図 自動車電話の追跡切替えのしくみ

一[}一 一 …・

市内交換機

自動11L電話交換局

他無線 ゾーン
へ移動

NTT資 料 に より作成
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(MCAシ ステ ム)

MCAシ ステ ムは,主 として貨物運送 事業用 の無線局の急増 と,陸 上

移動通信用 の割 当周波数 のひっ迫を背景に登場 した新 しい システ ムであ

る。使用周波数は800MHz帯 で,マ ルチ ・チ ャンネル ・ア クセス方式

を取 り入れ,多 数 の無線利用者に よる複数の無線 チ ャンネルの共 同利用

を行 うこ とに よ り,周 波数の有効利用 を図ってい る。

MCAシ ステムは,制 御局,指 令局及 び移動局か ら構成 され てお り,

網形態は星形 で あ る(第2-3-8図 参照)。 制御局は,MCAシ ステ

ムの中心 となって空 きチ ャンネルの検出 ・指定,端 末相互間の通信の中

継等を行 うものであ り,指 令局及 び移動局は,そ れぞれ固定及び移動の

端末 として制御局か らの コン トロールに よ り送受信 を行 うものであ る。

通信は,同 一 システ ム内に あ らか じめ与え られた最大15の 通話用チ ャン

ネルの うち制御 局が指定 した空 きチ ャンネルを使用 して,指 令局一 移動

局間及 び移動 局相互間で行 う。60年 度 末の提供地域は現在14地 域 となっ

てお り,局 数は,制 御局14局,指 令局5,020局 及び移動局7万1,651局

とな っている。

(パ ーソナル無線)

パー ソナル無線は,マ ルチ ・チ ャンネル ・アクセ ス方式 を取 り入れた

新 しい簡易無線の一つである。 これは,主 として個人を対 象 とした もの

で,無 線従事者の資格は要 しない。

使用周波数は800MHz帯 で,利 用者は通話用 として割 り当て られた

158チ ャンネル の うちの 空 きチャ ンネルを利用す る ことに より,半 径5

～10km程 度 の範 囲内の任意の相手 と通話を行 うこ とがで きる。網形態

は網形 といえ る。 空 きチ ャンネルの検出や通 話チ ャンネルへの設定等 は

すべて端末で行われ る。60年 度末現在の局数 は,123万6,629局 である。

近年,パ ー ソナル無線機器 の帯域外の電波発射に より,MCAシ ステ
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第2-3-8図MCAシ ス テ ム の概 要
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半径約15～25k賦 し

ムへ の妨害等 の問題が生 じている。 この解決策 として,郵 政 省では,61

年1月 に,通 話 チ ャンネル数を従来 の2倍 とす るな どの規 則の改正を施

行 した。 これ に よ り周波数 の利用効率 が一段 と高 ま り,パ ーソナル無線

の普及 が更 に促進 され る ことが予 想 され る。

(6)テ レター ミナル システム構 想

テ レター ミナル システ ムは,周 波数 の有効利用 を図 るため,電 波及び

通信施設を利用者が共 同で利用す る システ ムで,主 としてデ ータ通信に

利用 され るものであ る。

テ レター ミナル システ ムが有効に機能す るシステ ムには,携 帯型デ ー

タ通信装 置を屋外 で使用 す る各種業務用デ ータ通信 システム,各 種 セ ン

サ ・一に よるデ ータ収集 システ ム及び各種 皆報提供 システム等が ある。

テ レター ミナル システ ムは,共 同利 用 センター.テ レター ミナル,利

用者 のセ ンター,端 末及 び これ らを結 ぶ有線 ・無線回線か ら構成 され て

お り,網 形態は星形であ る(第2-3-9図 参照)。

利用者が有す る情報収集端末装置,携 帯型デ ータ通信端末 装置は,テ

レター ミナル及び共同利用セ ンターを経由 して利用者 のセ ンター と通信

を行 うことが で きる。
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テ レター ミナル シス テ ム の 概 念 図

テ レター ミナル
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自動販売機

」諺/ ミ劣

～外務員

郵政省では,60年3月,テ レター ミナルシステ ム構想につ いて検討を

開始 し,需 要動向及び技 術方式 の両面か ら調査 ・分析を行い,同 年8月

その実現可能性を確認 した。 また60年 度 に行 った需要動向調査に よ る

と,5年 後の端末利用台数は9～18万 台の範 囲 と推定 してい る。

(7)衛 星通信網

衛星通信は,衛 星か ら見通せ る地球局間で通信 を行 うために,地 球局

か ら発射 され た電波 を,通 信衛星に搭載 された中継器(ト ランスポ ンダ)

に より受信 ・増幅 し,他 の地 球局に送信す る も の で あ る。衛星通信網

は,こ れ らの通信衛星及び地球 局か ら構成 さ れ る ネ ッ トワークである

(第2-3-10図 参照)。

衛星 通信 の メ リッ トは,① 離島,辺 地 に も地球局を設置す るだけで簡

単に回線の設定がで きる,② 地震,台 風等の災 害の影響を受けに くい,
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第2-3-10図 衛星通信網の概要
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誕
③1個 の通信衛星 で広 い地域が カバーで きるので同報 通信 に適 し,ま た,

複数個 の地球 局相 互間の通信 を一 の中継器 で行 う多元接続 も 可 能 で あ

る,④ コス トは地 上2地 点間の距 離にはあま り影響 を受けず,遠 距離通

信につい ては経済的であ る,な どであ る。

一方 ,デ メ リッ トは,① 伝送遅延 時間が生ず る,② 打上げ失敗等 の リ

ス クがあ る,③ 静止衛星が故障 した場 合,現 在の技 術では修理不可能で

あ る,な どで ある。
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現時点 では,衛 星通信は,シ ングル ビー ム衛星通信方式が採 られ てい

る。 シングル ビーム衛星通 信方式 は,広 い地域を1個 の衛星ア ンテナに

よ り,一 つのサ ー ビスエ リア としてカバーす る。 これに対 して,周 波数

の有効利用 と大容量 化を 目的 として,サ ー ビスエ リアを複数 のエ リアに

分割 し,別 々の狭 い ビー ムで照射す るマルチ ビー ム衛星通信方式の開発

が進め られてい る。

我が国で運用中のCS-2は,58年 か ら 運用が開始 され,現 在,電 気

通信業務,公 共 ・公益業務 に使用 され ている。 ま た,郵 政 省 はCS-2

を用 いて,衛 星を利用す る機会 をで きるだけ広 く一般に提供 し,利 用に

当たっての具体的な技術,ノ ウハ ウを蓄積 させ ることな どを 目的 として,

① コンビ孟一タネ ッ トワーク実験,② 新聞紙面等伝送実験,③CATVへ

の番組分配等映像伝送実験,を 内容 とす るパ イロ ット計画を推進 してい

る。 さらに,62年 度及び63年 度には,CS-3の 打上 げが計画 されてい

るほか,現 在,新 規 に第一種電気通信事業の許可を受けた2社 が,衛 星

の打上げ準備 を進 めている。

(衛星通信 の新た な利用に向けて)

衛星通信の新たな利用 方法 として,衛 星を用いた移動体通信(航 空 ・

海上衛星技術)の 開発が進め られ てい る。 これに よ り,航 空機,船 舶等

に対 して,安 定か つ高品質 な回線が確保で き,ま た広 い地域 を対象 とし

た通信サ ービスを行 う場合において も,多 数の無線基地 局等を必要 とせ

ずに ネ ットワークを構成す るこ とがで きる。

さらに,通 信衛星を高度利用す るもの として,「 テ レポー ト」(情 報通

信基地)構 想が あ る。 テ レポー トは,都 市等 の地域に衛星通信 の受発信

基地 を設け,こ の基地 と周辺のオ フ ィス ビルを通信回線 で結び,内 外各

地 との接続 を可能 とす る国際的,国 内的情報通信拠点を 目指す ものであ

る。60年 には,東 京で,世 界 テ レポー ト会議 が開催 され,世 界テ レポー
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ト連合が設立 された。現在,東 京都,横 浜市及び大阪市がそれぞれ テ レ

ポー トを計画 中であ る。

(8)衛 星放送網

衛星放送網は,基 本的には衛星通信網 と同 じであ り,受 信側 でパ ラボ

ラア ンテナを設置 して,直 接に放送衛星か らの電波を受信す る ものであ

る(第2-3-11図 参照)。

衛星放送の メ リッ トは,① 単一の放送波で全国一 円に無中継 で同一の

放送サ ービスを提供 できる,② 山岳や高層 ビル等に よって電波が遮 られ

る ことが少 ないので,全 国 の辺地難視聴や都市受信障害が解消 され る,

③災害等の影響を受けに くいので,非 常災害時の放送網の確保に有利で

あ る,な どであ る。

一方 ,デ メ リッ トは,① 地上の テ レビジ ョン放送用受信機 以外 にパラ

ボ ラア ンテナ等を必要 とす る,② 打上げ失敗等 の リス クが ある,③ 静止

衛星が故障 した場 合,現 在の技術では修理不可能であ る,な どであ る。

また衛星放送では,広 帯域の周波数の利用 も可能 な ことか ら,将 来的

第2-3-11図 衛星放送綱の概要
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には,地 上放送 では実施が困難な高精細度テ レビジ ョン放 送,多 チ ャン

ネルPCM音 声放送等が可能であ る。 さらに,静 止画放送,フ ァクシ ミ

リ放送等の新 しいサ ービス提供 も期待 されてい る。

衛星放 送は,我 が 国が世界に先駆けて実施 した ものであ り,今 後 の展

開のためには中継器 の高出力化等一層の技術開発 が求め られてい る。

(9)文 字放送網

文字放送網の構i成は第2-3-12図 の とお りである。伝送路は,一 般

のテ レビジ ョン放送 の放送 波を利用 してお り,文 字情報 はその時間的 な

す きまに重畳 して送 られ る。す なわ ち文字放送網は,ソ フ ト的な ネ ット

ワークとい える。セ ンターにおいては,ニ ュース,天 気予報,字 幕放送

等の文 字情報を,デ ィジタル信号 の形で送出 している。 また,端 末は,

テ レビジ ョン放送受像機に文字放送用 のアダプタを付加 した もの等が用

いられ ている。文字放送の情報 は,単 独 にあ るいはス ーパーイ ンポーズ

の形に よ り表示 され る。61年9月 現在,関 東 甲信越,東 海 ・北陸及び近

畿地区でサ ービスが提供 されてい る。

(10)双 方向CATV網

今 日,CATVは,そ の伝送路特性を生か した双方 向化 の ニーズが高

第2-3-12図 文字放送網の構成
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まってい る。我が国の双方向CATVは,現 在実用段階 に達 してお り,

51年 か ら56年 にかけて東京都 多摩 二晶一タ ウンで実験が行 われ た ところ

であ るが,さ らに,56年 か ら筑波研究学園都市におい て実験 中である。

双方向CATV網 は,基 本的には,従 来 のCATV網 と同 じ構成 であ

る。 しか し,提 供す るサ ー ビスに応 じて,セ ンターには個別情報 の集配

信 及び処理 を行 う機能,伝 送路には セ ンター方向に情報を伝送す るため

の上 りチ ャンネル,端 末には情報を伝送す るための アダプタが それぞれ

必要 である。

(双方向CATVの 今後 の利用)

双方向CATVに ついては,58年 に郵政 省が積極 推進策を打ち出 し,

60年 の事業法の施行に よ り完全 に自由化 され た。双方 向CATVは,そ

の広 帯域 性 ・双方 向性を利用 して,加 入者管理,施 設 の保守,防 犯,防

災・ホー ムショ ッピング等 の各種 のサ ービスを実現 で きることか ら,大

きな期待が寄 せ られ ている。

双方 向CATVの 更に高度 な利用には,① 従量制課金 に よる情報 の提

供,② 視聴者 か らの応 答,視 聴 率調査あ るいは施設の監視,③ データ通

信,画 像通信,音 声通信等があ る。

さらに最近 では,大 都市 圏等 で地域住 民に対 し地 域情報等 の多種多様

なサ ービスを提供す る,大 規模 ・多チ ャンネル ・多 目的のいわゆ る都市

型CATVが 各地で計画 され,14社15施 設 が許可を得て業務開始に向け

て準備を進 めている。 これ らのCATVで は,30～50数 チ ャンネルの伝

送 容量 を もち,双 方 向サ ー ビスに加 えて,自 主放送,映 画等のペ イテ レ

ビサ ービス,PCM音 声放送等 の実 施が予定 され てい る。

(11)通 信 ネ ッ トワー クの新たな展開

これ まで述べ た ように,各 通信分野に おいて新 しい通信 ネ ットワーク

が出現 してお り・基幹通信 ネ ットワークの整備 ・充 実 の時代か ら通信 ネ
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ッ トワー クの高度化 ・多様 化の時代へ と移行 してい る。

新 しい通信ネ ッ トワークを メデ ィア別に整理す ると,第2-3-!3図

の とお りとな る。

また,形 態の面か らみ ると,移 動体電話網 の ように従来 の基幹通信ネ

ットワークを基盤 としてそれ に接続す る形態,衛 星放送網 の ように従来

の構成要素を飛躍的に発展 させた形態,あ るいは双方向CATV網 の よ

うに従来の通信 ネ ッ トワークの仕組 みを大 きく変化 させた形態 として出

現 している。

さらに,新 しい通信ネ ッ トワークの特徴 として,セ ンター機能 の重要

性の増大が挙 げられ る。従来の通信ネ ットワー クは,情 報 を伝達す るこ

とが主 目的であ り,そ のための伝送路,交 換機等が重要な役割 を果た し

第2-3-13図 新 しい通信ネ ッ トワークのメデ ィア別分類(例)
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ていた。 しか し,近 年,情 報の蓄積,加 工等 が通信 ネ ットワークの中で

行われ るよ うにな り,コ ン ピュータ等 のセ ンターが伝送路 や交換機 と同

様に重 要な要素 とな って きた。

事 業法等 の施行 に よ り,様 々な主体 に よる多様 な通信 ネ ットワ・一クの

構築 が可能 となった。 これに より,新 しい通信 ネ ッ トワークの出現 は,

今後一層顕著に なる と考 えられ る。特に,第 二種電気通信事業に おいて

は,様 々な通信 ネ ッ トワー クの展開が予想 され る。

2デ ィジタル化の進 む通信ネ ッ トワー ク

(1)電 気通信のデ ィジタル化

ア.魅 力あ るデ ィジタル通信

近 年,ア ナ 戸グ信号 に代わ り,デ ィジタル信号を取 り入れた電気通信

ネ ッ トワークのデ ィジタル化が行われ るよ うにな った。

デ ィジタル信 号は,す べ ての情報 を 「0」 と 「1」 の符号 の組合せで

表す ものであ り,時 間 とともに連続 して変化す るアナ ログ信号 とは基本

的に異な るものであ る。

この よ うなデ ィジタル通信 には,ア ナ ログ通信 と比較 してい くつかの

優れた特徴があ る。

まず第一 に,通 信品質の向上が挙げ られ る。デ ィジタル通信 において

は,信 号の受信時に 「0」 か 「1」 か の区別 さえで きれ ば,誤 りな く元

の送信情報に戻す こ とが できるた め,信 号そ の ものが意 味を もつアナ ロ

グ通信に比べ て,雑 音の影響が極 めて小 さい。

第二に,通 信処理等の容易性が挙げ られ る。 デ ィジ タル信 号は,そ の

ままの形で コンピゴ ータに入力す ることがで き,情 報 の蓄積,変 換等の

処理 を容 易に行 うこ とが で きる。

第三 に・通信 ネ ッ トワークの経済化が挙げ られ る。デ ィジタル通信に
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おいては,各 機能 がLSI化 に適 した論理回路や メモ リで実現 で きるた

め,最 近のLSI技 術 の急速 な進展に より,通 信 ネ ットワークを構成 す

る機器 の経 済化を図 ることができる。

第四に,各 種通信 サ ービスの統合化の容易性が挙 げられ る。アナ ログ

通信では音声や画像 等の情報 の種類に よって信号の性質が異な るため,

サー ビスの統合が困難 である。 これに対 して,デ ィジ タル通信では情報

をすべ て同一のデ ィジタル信号 として取 り扱 うため,設 備の共用 が容易

に行 え,各 種サ ー ビスの統 合が可能 となる。

イ.デ ィジタル化の現状

電気通信 ネ ッ トワークのデ ィジ タル化を推進す るためには,各 構成要

素にデ ィジタル技術 を取 り入れ,そ れぞれにおいてデ ィジタル化を図 っ

てい く必要が ある。

(交換機の デ ィジタル化)

我が国 のデ ィジタル交換機 は,41年 に試作 され,そ の後,LSI技 術の

進展に よ り,部 品 コス トの低下が図 られ,54年 には,DDX網 の構築 に

おいてデ ィジタル回線交換機が実用化 され た。

また電話網 におい ても,音 声のアナ ログ信号をデ ィジタル信号 に変換

す るためのA/D変 換機等 のLSI化 が積極 的に進 められた結 果,57年

にデ ィジタル中継線交換機,58年 にデ ィジタル加入者線交換機 が それぞ

れ実用 化 され た。

(伝送路 のデ ィジタル化)

伝送路は通信 ネ ッ トワークの構成要素 の中で最 も早 くか らデ ィジタル

化が行われ てお り,通 信ネ ットワークのデ ィジタル化を進 める上での基

盤 とな っている。

40年 に,電 話網の中継伝送方式 として,電 話24回 線 を多重化 してデ ィ

ジ タル伝送を行 うPCM方 式 が実用化 された。最近では,5,760回 線 を
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多重化す るデ ィジタル伝送が,同 軸 ケーブル,光 ファイバ ケーブル及び

無線に よ り実現 され ている。

また,伝 送路のデ ィジタル化を図 る上では,加 入者線のデ ィジタル化

も重要であ る。現在,光 ファイバ ケー ブル加入者線伝 送方式及び26GHz

帯デ ィジタル加入者 線無線方式が実用化 されてい るほか,既 存 の メタ リ

ックケーブルに よるデ ィジタル伝 送方式の試験 が行われ,そ の有効性が

確認 され てい る。

(端末のデ ィジタル化)

音声等のアナ ログ信号 を扱 う電 話機等 の端 末をデ ィジタル通信 ネ ッ ト

ワークで使用 す るためには,端 末 でのA/D変 換機能 が必要であ る。

我が国においては,59年 にデ ィジタル電話機 が 開発 さ れ,現 在INS

モデル システ ムにおいて実験が行われ てい る。 また,デ ィジタル フ ァク

シ ミリ端末 もCCITTでG4と して標準化 され,我 が国では積極 的に

そ の開発が進め られてい る。

ウ.ISDNの 構築

(ISDN構 想の出現 背景)

サ ービス総 合デ ィジタル網(ISDN:IhtegratedServicesDigitalNet・

work)は,デ ィジタル化に よ り各種の通信 ネ ッ トワークの統 合を図 り,

音声,デ ータ,画 像等 の異 なるサ ービスを総合的 に提 供す るこ とを可能

とするネ ットワークである。

電話 網は現 在,音 声 のみ な らず,デ ータ通信等 の様 々な通信サ ービス

を提供 する ようにな った。 しか し,こ の電話網 には,① デ ータ通信等を

行 う場合,端 末にお いてA/D変 換機能 が必要 である,② 伝 送速度,伝

送 容量,接 続 時間等 の点に 関 して高速,大 容量 の通信 には適 し て い な

い,な どの問題 があ る。

非電 話系サ ービスに対す る需要増大 の中で,こ うした電話 網の限界に
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対 して,DDX網,フ ァクシ ミリ通信網,ビ デオテ ックス通信網等 の,

データ通信や画像通信に適 した通信 ネ ッ トワークが個別に構築 され るよ

うにな った。

しか し,新 しい通信サ ー ビスの提供 のたびに個別に通信 ネ ットワーク

を構築す るのは国民経済的に非 効率であ り,ま た,利 用者 ニーズが ます

ます 高度化 ・多様化 して くると,そ れ に即応す ることが困難にな って く

る。

こうした こ とか ら,即 応性に富み,全 体 として効率的かつ弾力的な通

信サ ービスの提供を 目指 して,電 気通信 ネ ッ トワークの統合が図 られ る

よ うになった。

(ISDNの 現 状)

我 が国のISDNの 構築につい ては,こ れ までNTTがINS計 画 とし

て,そ の研究開発に取 り組んで きた ところであ る。

現在,市 外電話網のデ ィジタル化 につい ては,デ ィジタル交換機の導

入 とともに,60年2月 に完成 した 日本縦貫光 フ ァイバ ケー ブルル ー トを

骨格 とした伝送路のデ ィジタル化が積極的に進め られている。

また,市 内電話網については,現 在,東 京,大 阪等,一 部 の地域でデ

ィジタル加入者線交換機 が導入 され ている。市内電 話網のデ ィジタル化

は まだ始 まったばか りであ るが,今 後,積 極的な推進が図 られ ることに

な っている。

60年 度末現在の交換機 及び伝送路 のデ ィジタル化率は,第2-3-14

表の とお りで あ り.ま た,全 国におけ る伝送路 の デ ィジタル化 の 状況

は,第2-3-15図 の とお りである。

(ISDNの 課題)

ISDNが 真に国民に受け入れ られ るためには,そ の構築に当た って,

解 決すべ きい くつか の課題がある。
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第2-3-14表 交換機 及び伝送路 のディジタル 化率

(60年 度末 現在)
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第2-3-15図 デ ィジ タル伝送路の現況
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まず,ISDNの 実現に よ り可能 とな る総合的 デ ィジ タルサ ー ビスの内

容及びデ ィジ タル化 に要す る コス ト負担 の両面 か ら,ネ ッ トワークのデ

ィジタル化が有す る社会 的 ・経済 的意義 について,国 民的 コ ンセ ソサス

を得 るこ とが重要であ る。

また,通 信 ネ ッ トワークのデ ィジタル化に当た っては,既 存サ ービス

との整合性,情 報 の地域間格差の是正等に配意す る必要があ る。
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さらに・通信 自由化 の中で,新 規参入の第一種電気通信事業者 によ り

デ ィジタル伝送路が構築 されつつあるが,我 が国において,ISDNを 適

正に発展 させ るためには,NTTの ネ ットワークとこれ ら事業者に よる

ネ ッ トワークとの相互接続等について十 分に検討 してい く必要 がある。

また,第 二種電気通信事業者等 に及ぼす影響,端 末機器の技術基準等に

ついても留意 してい く必要がある。

ISDNの 国際動 向につい ては,現 在CCITTに お いて標準化等の検討

が行われ てお り,1984年 には1シ リーズ基本 インタ フェース(64十64十

16kb/s)伝 送 に よ りサ ービスを提供す るな どの大枠が取 りま と め ら れ

た。我 が国 のISDNが 各 国のISDNと 接続 され,ISDNの メ リッ トが

国際間におい ても享受 され るためには,こ うした国際標準 との整合性を

考慮 してデ ィジタル化を進めてい くことが必要 であ る。

郵政 省では,60年 度に 「デ ィジタル通信サ ー ビス実用化懇談会」 を開

催 し,検 討を進 めて きたが,61年6月 には,そ の最終報告書が取 りま と

められ,電 気 通信 ネ ッ トワークのデ ィジタル化の方 向付けが行われた と

ころである。

(2)放 送のデ ィジタル化

社会 におけ る情報化が進展す る中で,放 送の分野 においても,テ レビ

ジ ョン放送 におけ る画像品質 の向上等が要望 されている。放送におけ る

デ ィジタル化 は,番 組制作や送受信 システ ムを よ り高度 なものにす ると

ともに,デ ータ放送等 の多様 な放送サ ー ビスを可能 にす るものであ る。

(セ ンターのデ ィジタル化)

センターにおけるデ ィジ タル化は,放 送機 器及び番組制作においてみ

られ る。

放送機器につい ては,特 にVTRの デ ィジタル化 の研究が進め られて

いる。 この研究は,従 来の アナ ログ記録方式ではVTRの 画質の改善に
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限界があ るため,デ ィジタル化に よ り,一 層の画質向上を図 ろ うとす る

ものであ る。 また,ア ナ ログ技術 では不可能だ った創作技法等 もデ ィジ

タル化 に よ り可能 となる。従来,デ ィジタルVTRに は,テ ープ使用量

がアナ ログVTRの 数倍必要であ るとい う問題 があ った。 この問題 を解

決すべ く,高 速かつ高密度 の記録方式が開発 され,54年 には,ア ナログ

VTRと 同程度 のテープ使用量 で記録 を可能 とす るデ ィジタルVTRが

試作 され た。

また,VTRに ついては,機 器 の互換性 が必要 であるため,CCIR(国

際無線通信諮 問委員会)に おいて,デ ィジタルVTRの 標準化 に関す る

検討 が行われ,1985年 に,テ レビジ ョン信号の デ ィジ タル化 に関す るi基

本 的条件,テ ープ材料等 を内容 とす るデ ィジタルVTR標 準勧告案 が採

択 された。

一 方 ,番 組 制作 については,コ ンピュータの処 理速度 の向上や記憶容

量 の増大等 に伴 って,近 年,創 造的な映像の制作が活発にな ってい る。

今後,コ ンピュータを駆使 した多様 な番組 の提供 が行われてい くものと

考 え られ る。

(伝送路 のデ ィジ タル化)

伝送路 のデ ィジタル化につい ては,特 に映像 をデ ィジタル信号で送 る

場合に,ア ナ ログ信号に比べて広い帯域を要す るので,帯 域 圧縮技術が

必要 とな る。そのためアナ ログ信号を極 力少 ない情報量 のデ ィジタル信

号に効率 よ く変換す るための高能率符号化技 術が開発 され ている。

中継 ネ ッ トワークについ て は,53年 度 にカ ラーテ レビジ ョン信号 を

6.3Mb/sに 高能率符号化す るフ レー ム間符 号化装 置の実用化に よ り,

帯 域圧縮が実現 され,デ ィジタル伝送 が行わ れ るよ うにな った。

また・送信 ネ ットワー クにつ いては・59年 か らBS-2aに よる衛星試

験放送 において,PCM方 式 に より,音 声信号 のデ ィジタル伝送 が行 わ
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れ てい る。 これに よ り,テ レビジョン放送の音声の高品質化が可能 とな

った。最近では,PCM音 声放送サ ービスを提供す る会社 が設立 されて

お り,放 送サ ー ビスの高度 化 ・多様化が今後促進 され るもの と予想 され

る。

(端末のデ ィジタル化)

端末のデ ィジタル化は,主 にテ レビジ ョン受像機 の高機能化,高 性能

化を 目指 して進 め られてい る。

デ ィジタルテ レビジ ョン受像機 の特徴 としては,ま ず 画質 向上を容易

に行え る点 が挙 げ られる。従来 のテ レビジ ョン受像機 では,伝 送路上に

おいて劣化 した画質 を改善す るのに高度かつ複雑 な技 術を 必要 とす る

が,デ ィジタルテ レビジ ョン受像機では こ うした画質改善方法 もデ ィジ

タル信号処理 に よ り容易 となる。

また,デ ィジタルテ レビジ ョン受像機では,単 に受信機能 だ け で な

く,処 理の容易性を生か して種 々の機能を付加 さ せ る こ とが可能 とな

る。例えば,画 面 の静止,画 面 の一部拡大,他 の映像のi挿入,異 なる番

組 の同時表示等が実現で きる。

(デ ィジタル化に よる新 しい放 送サ ービス)

放送 ネ ッ トワークの各構 成要素 にデ ィジタル技術が取 り入れ られる よ

うになる と,新 しい放送サ ー ビスの提供 が可能 となって くる。

60年 度にサ ー ビスが開始 された文 字放送 は,文 字や図形をデ ィジタル

信号の形 で映像信号に多重化 して送出す るものである。

また,テ レビジ ョン受像機のデ ィジタル化及 び送信方式の変更 を行 う

ことに ょ り,現 行 のテ レビジ ョン放送方式 との両立性を保ちながら画質

の向上 を図れるEDTV(ExtendedDefinitionTelevision)方 式が 可能

とな る。郵政 省では,「 テ レビジ ョン放送画質改善協議会 」を 中心 に・

このEDTV方 式を 開発すべ く積極的に検討を進めてい る。
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さらに,デ ィジタル信号を放送波に重畳 させ ることに より・ コンビ昌

一タの プログラム等 を放送す るデータ放送が可能 とな る。 データ放送 に

関 しては,現 在,電 気通信技術審議会で伝送規格等について の審議 を行

ってい る。

(統合デ ィジタル放送を 目指 して)

放送 ネ ットワー クにおけ るデ ィジタル化が進め られ てい く中 で・電波

の有効利用及び多様 なサ ー ビスの提供を容易にす る とい う観点か らは,

各種 の放送サ ー ビスの統合化を図 った システムが望 ま しい。 そ こで,デ

ィジタル放送用広帯域伝送路 を設定 し,こ の伝送路上 に ラジオ'放送,テ

レビジ ョン放送,文 字放送,高 精細度 テ レビジ ョン放送,デ ータ放送等

をデ ィジタル信号 で多重化 し,効 率 よくサ ー ビスを提 供す る統合デ ィジ

タル放 送(ISDB:IhtegratedServicesDigitalBroadcasting)が 現在考え

られてい る。

ISDBは,59年 度 の電波技術審議会答 申の中で,高 度情報 社会の実現

にふさわ しい放送 ネ ットワークの形態 として,そ の概 念が打 ち 出 さ れ

た。 また,CCIRに おいて も,我 が国か らの提案を受け て,今 後国際的

にISDBを 研究 してい くことが,60年 度の最終会議で決定 された。

ISDBの 実現 のためには,高 品質かつ 高能率なデ ィジタル伝送路や多

様 な放送サ ー ビスを受信す るための端末 装置の開発等が課題であ り,今

後,こ れ らの技術開発 を積極 的に行 ってい く必要があ る。

3通 信 ネ ッ トワークの結合

通信 ネ ッ トワークは,こ れまで郵便,電 気通信及び放送 が,そ れぞれ

の枠内で固有 のサ ービスを提供 しなが ら発展 して きた。 しか しなが ら,

通信技術 の進展は,個 々の通信 ネ ッ トワー クの機能 を拡充 させ るととも

に,構 成要素 の共用,相 互 の接続等,通 信 ネ ットワー クの結 合を可 能 と
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した。 また,一 方 で,通 信 ネ ットワークの機能 の融合化 もみ られ る よう

にな った。 こうして,個 々の高度化 した部分を組み合わせて,高 度化 ・

多様化す るニーズに こたえる ことがで きるよ うになった。

第2-3-16図 は,通 信 ネ ットワー クのハ ー ド的結合 の一形態 を概念

図 として表 した ものであ るが,こ れ らの具体例について以下に述べ るこ

ととす る。

(有線放送電話網)

これ らの中で最 も古い もの として,有 線放 送電話網がある。有線放送

電話網 の構成要素の うち,有 線放送電話設備は,放 送におけ るセンター

の機能 と電話におけ る交換機 の機能 を併せ もってお り,ま た,端 末 も,

放送 と電話の両機能を兼ね備えている。 さらに接続有線放送電話は,ロ

ーカルな有線放送電話網 と,全 国規模 の電話網を結 合 させ た もので,有

線放送電話網 に面的 な広が りを可 能 とした ものである。

第2-3-16図
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CATV網 が独立 したネッ トワー
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供 など,新 たなネッ トワー クの

結合が起 こるとともに,電 気通

信相互,CATV相 互等の結合

も活発になる。
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(テ レビジ ョン伝送を行 う専用線)

NHKの 全国向け放送 を行 うよ うな場合に は,専 用線 を用 いて番組伝

送 を行 っている。

これ をネ ッ トワー クの視点か らみ ると,電 気通信ネ ッ トワークが複数

の ローカル放送 ネ ッ トワー クを結合 してい るものであ る。

(CATV網)

CATV網 を ネ ッ トワークの結 合の視点か らみ ると,無 線に よ る テ レ

ビジ ョン放送を受信 し,テ レビジ ョン放送網 とは別の有線 ネ ッ トワーク

に よ り,再 送信を行 うものであ る。

(CATV網 相互 のi接続)

ロ・一カルに設定 されたCATV網 相互間において も,専 用線に よる番

組伝 送が考 え られ る。 これは,電 気通信 ネ ッ トワークに よるCATV網

の接 続であ る。 また,ス ペ ース ・ケーブルネ ッ トにおい ては,通 信衛星

を介 して番組 供給 が行われ る。

(電子郵 便網)

郵便 ネ ットワークと電気 通信 ネ ッ トワークの結 合 と して,電 子郵便網

があ る。 これは,郵 便 物の輸送を ファクシ ミリ通信又 はDDX網 に よる

通信 に置 き換 えて,電 気 通信の即時性を利用す る ものであ り,郵 便物の

輸送 時間をほ とん ど要 しない ものであ る。

(電気 通信 ネ ッ トワーク相互 の接続)

新 たな電気 通信 事業者 の参入に よ り,電 気通信 ネ ッ トワー ク相互め接

続は本格的な もの とな る。 この うち,第 一種電気通信事業者相互 の接続

は,全 国的な ネ ッ トワークを もつ事業者,地 域を限定 してサ ービスを提

供す る事業者,市 外回線のみを提供す る事業者等が,ネ ットワ・一クの面

的な拡大を 目的 として行 うもので ある。 また,第 二種電気通信事業者相

互 の接続は・VANの 相互接続が これに当た る。 これについ ては,既 に
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出現 してい るが,VANの 発展に伴 い,今 後 も増加す ることが予想 され

る。

電 気通信 ネ ットワーク相互 の接続に当た っては,問 題点 として,接 続

基準,事 業者間を接続す る際の番号計画,ア クセスチ ャージ(接 続料)

等があ り,そ の適正な解決が必要であ る。

(CATV網 を用 いた電気通信)

双方向CATVが 実現す る と,CATV網 の伝送路を,電 話等 の 情報

の伝送に利 用す る ことが可能 となる。CATV網 を利用 し て 電話サ ービ

スを提供す る構想については,現 在実験が開始 され よ うとしてい る。 ま

た第一種電気通信事業 の許可を申請 したCATV事 業者 も既に現れ てい

る。

(CATV網 と衛星放送 網 との結合)

衛星放送の主 目的 に,テ レビジ ョソ放送 の難視聴解 消が ある。衛星放

送の受信には,端 末側においてパ ラボラアンテナ,コ ンバータ等 の新た

な設備 が必要であ る。 この経済的な解決策 と し て,衛 星放送 をCATV

網を用 いて再送信す る方法があ る。 また これをCATVの 視点か らみ る

と,多 チ ャンネル化 の一つであ るといえ る。

4通 信ネッ トワークの高度化の展望

通信 ネ ッ トワークは,高 度化 を 目指 し,今 後 ます ます発展 してい くこ

とが予想 され る。 ここでは,通 信ネ ットワークを主にハ ー ド面か ら とら

え,そ の高度化 につ いて展望す る。

(1)通 信ネ ッ トワーク発展の可能性

ア.通 信 ネ ットワークの結合 の形態

従 来は,一 つ の通信 ネ ットワークで一つの通信サ ービスが提供 されて

きた。 しか し,通 信技術の発展に よ り,通 信 ネ ットワークにおいて様 々
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なサ ービスの提供が容易に なる と,そ れぞれ の通信 ネ ッ トワー クの役割

の範囲が広が る とともに,異 な るネ ッ トワークで同種 のサ ー ビスを提供

す るこ とが可能に なってきた。 この ことは,従 来,強 い関係にあ った通

信 ネ ッ トワーク とサ ー ビスが次第 に分離 し,互 いがル ーズな関係に なっ

て きた ことを示す ものであ る。 こうした現象は,技 術 の発達 とともに,

各 ネ ッ トワークにおけ る利用者 ニーズの高度化 ・多様 化に よ りもた らさ

れた結 果で もあ る。

異な る通信 ネ ットワークで同種 のサ ー ビスの提供が可能 にな ると,通

信 ネ ットワークを相互に接続 させ て通信 の対象範囲を更に広 げ ようとす

る動 き,あ るいは資源 の有効利用を 図るために一つ の構成要素 を複数 の

ネ ットワークで共用す る動 きが現れ て くる。

通信 ネ ッ トワークは,今 後,多 様に結合 してい くと予想 され るが,こ

のよ うな通信 ネ ッ トワークのハー ド的結合の形態 を,現 状及び将来 の可

能性か らみ ると,次 の よ うな基本的なモデルの分類 が考え られ る(第2

-3-17図 参照)。

① 交換機を経由す ることに よる通信 ネ ッ トワークの結合

② 伝送 路を共用す ることに よる通信 ネ ッ トワークの結合

③ 端 末を共 用す ることに よる通信 ネ ッ トワークの結合

④ セ ンターを共 用す るこ とに よる通信 ネ ッ トワークの結合

イ.通 信 ネ ッ トワーク構成要素の高度化

通 信 ネ ッ トワークの構成要素は,以 下の よ うに,高 度化 ・多様化 して

い くと考 え られる。

① 交換機 は,通 信 ネ ットワークを結 合 し,情 報 の相互乗 り入れを可能

にす るための接 続ポイ ン トとな る ものであ るが,通 信 ネ ッ トワー クの

結 合を容易にす るためには,そ のイ ンタフ ェース機 能の向上が今後重

要 である。 また,通 信 ネ ットワークの多様 な結 合の中で情報 が正確か
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第2-3-17図 考え られる通 信ネ ッ トワーク結合 のモデル
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つ効率的に伝達 され るためには,交 換機能 のみな らず,ネ ッ トワーク

全体 の制御機能が交換機 に ます ます要 求 され る。

② 伝送路については,光 ファイバケー ブル,衛 星 を中心 として大容量

化が図 られ ることが予 想 され る。特に衛星 に関 しては,電 気通信 ネ ッ

トワーク,放 送 ネ ッ トワーク及 びCATV網 との結 合が考 え られ る。

③ 端 末については,利 用者 が1台 の端 末で各種 の通信 ネ ッ トワークの

サ ービスが受け られ るよう,今 後 その複合化 が図 られてい くもの と考

え られ る。現 在,テ レビジ ョン受像機 が ビデオテ ックス通信網の端末

として利用 されているが,こ れ は複合化 の一形態 であ る。今後は,デ

ィジタル技術等 に よ り,単 なる送受信端 末か ら高度 な処理機能を伴 っ

た端末へ と発展 し,家 庭 内における情報 ター ミナル として,あ るいは

企業 におけ るイ ンテ リジ ェン ト端末 として多種 多様 な複合端末が出現

してい くもの と考 えられ る。郵政省では,こ うした動 きに応 じて複合

端末 の機能等を検討す るため,60年6月 に ビデオテ ックス通信,パ ソ

コ ン通信,文 字放送等 のサ ー ビスを1台 の端 末で受け られ る 「二一一

メデ ィアター ミナル」を試作 した ところである。

④ セ ンターについては,情 報 化の進展に伴い,情 報 の収集,加 工等 に

対す る需要が増大 し,今 後 ます ますそ の重要性 が高 まってい く。 ソフ

トウ ェア技術の急速な進展に より,効 率的 な情報 の収集,加 工が可能

にな るとともに,様 々な検索手法 の開発等が行われ ている。 また,デ

ータベ ース等の有効利用を図 る観点か ら,今 後 は,各 種 デ ータベ ース

を様 々な通信 ネ ッ トワークで共用 して い くことが予 想 され る。

この よ うに,通 信 ネ ッ トワークは各構成要素 の発展 を基盤 に,そ の高

度化 ・多様化が図 られ る。 このため,郵 政省 では,59年 度 か ら各種 ニュ

ーメデ ィア間 の相互接続を可能にす る ことを 目的 と し て ,「 二_一 メデ

ィア間 イ ソタフ ェース技術に関す る開発調査研究」を実 施 してい る。59
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年度に おいては各種 ニ ューメデ ィア とデータベ ース問及び 二 晶一メデ ィ

ア相互間 の接続需要調査,ま た60年 度においてはイ ンタ フェースに関す

る技術的検討をそれぞれ行 った。

ウ.通 信 ネ ッ トワークへ の新た な機能 の付 加

通信 ネ ッ トワークとサ ービスが分離 して とらえ られ るよ うにな ると,

既存 のネ ッ トワークに これ までに ない新たな機 能が付加 され るようにな

る。 ソフ トウェア技 術やデ ィジタル技術 の進展に よ り,こ の傾向はます

ます顕著 になる。

VANは その典型例であ り,既 に存在 してい る通信 ネ ットワークに通

信処理等 の機 能を付加 し,そ の付加 された機 能を利 用す る利用者相互に

おいて,あ たか も新 たなネ ットワークが形成 された ような機能を果 た し

ているものであ る。

一方 ,こ うした現 象は,電 気通信の分野に限 らず,放 送 の分野におい

て もみ られ る。例えば,文 字放送 網は,従 来の放送ネ ットワークを利用

して,テ レビジ ョン放送波 に文字等 の新たな形態 の情報を付加 してサ ー

ビスを提供す るもので,既 存 の通信 ネ ッ トワークに従来にない新 たな機

能が付加 された といえる。

エ.通 信 ネ ットワークのインテ リジェン ト化

データ通信等 の発展に よ り,通 信 ネ ットワー クは,情 報 を単に伝達す

るのみな らず,様 々な処理機能を有す るものへ と変化 した。 これは,通

信 とコンピー一タ との融合に よ りもた らされ た ものであ る。 コンピュー

タ技術 の発展 とそれを通信の中で有効に機能 させ るための通信技術 の発

展に よ り,通 信 ネ ットワークは次第にイ ンテ リジ ェン ト化 され てい く。

通信 ネ ットワークのインテ リジェン ト化を推進す るもの として,人 工

知能 関連技術 を利用 した データベ ース システムや 自動翻訳電話 システ ム

の開発等があ り・さ らに,バ イオテ クノ ロジーの通信への応用等,未 踏
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分野 の研究開発 も今後重要な課題である。

オ.通 信 ネ ッ トワー クの未来

今後 の通信 ネ ットワークの発展は,電 気通信分野ではISDNの 構築が

進 められ,ま た放送分野ではISDBを 目指 したデ ィジタル化が図 られて

い く。ISDNに おい て映像通信等の広帯域 通信サ ービスの提供が可能に

なる と,電 気 通信 と放送を融合 した新た なサ ー ビスを 目指 してISDNと

ISDBの 結合が行われ,し か もその機能 は知 的処理 技術等 を取 り入れ,

一層高度化 され てい くこ とが予想 され る。 また,郵 便 ネ ッ トワー クも,

よ り高度 なサ ービスの実現を 目指 して,こ れ らのネ ッ トワー クと有機的

に結合 され,総 体 として多元的かつ高機能な通信 ネ ッ トワー クが構i成さ

れ る もの と考 えられ る(第2-3-18図 参照)。

(2)高 度な通信ネ ッ トワー クの構築を 目指 して

ア.技 術開発 の推進

通信 ネ ッ トワークの構築,発 展を支え てきた通信関連技術 は,各 通信

分野 ごとにそれぞれ固有な もの と して芽生え,そ の開発 が行 わ れ て き

た。

しか し,ソ フ トウ ェア技術及び デ ィジ タル技術 の進 展に よ り,各 種の

処理が 同一形式 で行われ る ように なる と,こ れ らの技 術は通信全般にわ

たる基盤的 な技術 として大 きな地位 を占める ようにな った。

また,LSI技 術の進展は,各 種通信機器 の小型 ・軽量 化,高 機能 化,

高信頼化 を実現す る とともに,機 器におけるデ ィジタル処理等を容易に

した。今後,LSI等 の素子技術は,各 通信 ネ ットワークの基盤 とな る重

要な技 術 としてその役割が更に増 大 してい く。

この よ うな共通基 盤技 術の出現 と発達 は,技 術開発の全通信分野 に与

える影響を よ り大 き くし,ま た,個 々の通信 ネ ッ トワークにおい て開発

された技術が他の通信 ネ ッ トワークに も適用で きるよ うにな るな ど,通
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通 信ネ ッ トワー クの発展 の概念図
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信 ネ ットワー クの効率的発展を可能 にす る。

通信関連技術は今後 とも通信ネ ットワークの発展に大 きく貢献 してい

くもの と考 えられ るが,技 術 レベルが向上す るほ ど,ま た,共 通基盤技

術が多 く出現す るほ ど,将 来 の通信 ネ ットワークを十分検討 した上での

計画的な技術開発が必要 になる。郵政省では,61年7月,効 果的かつ効

率的な電気通信技術開発 の推進に資す ること を 目的に,「 電気通信技術

に関す る研究 開発 指針」 を策定 し,21世 紀に向け ての研究開発 目標,研

究 開発環 境及び研究 開発体制 の整備について,基 本的な方向を示 した。

イ.通 信 ネ ッ トワークの安全性 ・信頼性対策

国民生活における通信へ の依存度が高まるにつれて,通 信 ネ ットワー
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クの安全 性 ・信頼 性へ の配慮 も重要に なってい く。

通信ネ ットワー クの機能が増大 し,ま た通信 ネ ッ トワー クが相互に接

続 され るよ うにな ると,一 部 の機器 の故障等が及 ぼす影響範 囲は ます ま

す拡大す る。 また,セ ンター機能 の拡充に伴 い,デ ータの機密 保持等 の

問題が クローズア ップされてい る。

この ような問題の対策 として,セ ンターにおけ る中央処理装置 の二重

化,伝 送路 の多 ルー ト化,暗 号化技術を駆使 した データ保護等 の措置が

講 じられてい る。

現 在,郵 政省では,デ ータ通信 ネ ッ トワー クの安全 性 ・信 頼性を確保

す る上での望 ましい基準 として 「デ ータ通信 安全 ・信 頼性基準」を設定

してお り,ま た,61年6月 には,電 気通信技術審議会か ら,電 気 通信 シ

ステム安全 ・信頼 性対策 の ガイ ドライ ンにつ いて,答 申が出 された。

ウ.通 信需要へ の対応

電 気通信 の 自由化に よ り,利 用者 はサ ービスの内容,経 済性等を考慮

し,自 らの要求に最 も近い通信ネ ッ トワークの選択が可能に なった。

こ うした利用者に とっての選択 の幅の広が りは,逆 に個 々の通信 ネ ッ

トワー クを構築す る側か らみ る と,通 信市場や社会経済活動 の変化を的

確 に とらえてい く必要 がある ことを示 してい る。

企業 の動 向をみ る と,金 融,保 険業等 にみ られ るよ うに,通 信 ネ ヅ ト

ワークが業務 運営 と密接 に結び付 き,そ の効率的 な構築が企業経営 に と

って不可欠に なっている場合が多 い。 また,OA機 器 を相互 に接 続させ

た通信 ネ ッ トワークを企業 内に構築 して,情 報 の伝達,事 務 処理等を効

果 的,効 率的 に行お うとす る動 きが顕著 である。 この よ うな傾 向は,今

後一層顕著にな ってい く。

一方,家 庭においては,ホ ームシ ョッピ ソグ,ホ ームバ ンキ ング等 を

可能 にす る端末が導入 されつつ ある。 また,外 出先か ら電話 をかけ て電
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気,ガ ス等 を制御で きるテ レコン トロール システ ムも開発 されている。

今後 は,電 話網等の一端 に家庭用電気機器等が接続 され,日 常生 活の利

便性を求めた家庭 内の通信 ネ ッ トワー クが構築 され てい くこ とが予想 さ

れ る。

こ うして通信 の利用領域が拡大 され,そ の利用方法 も多種多様にな っ

てくると,利 用者 ニーズに適切に こたえる通信 ネ ヅ トワー クの構築が必

要 であ り,そ のためには,通 信需要の実態及び将来動向を的確 に把握す

る ことが重要である。従来 は,通 信 ネ ットワー クがそれぞれ固有 の機能

を有 していたが,今 後は通信 ネ ッ トワークの機能の融合化が生 じる。 こ

うした中で,利 用者 ニーズに対応す る通信サ ービスを提供す る た め に

は,社 会におけ る通信需要 をあらゆ る角度か ら分析 し,将 来予測を行 う

とともに,そ れを通信ネ ットワー クの構築,運 用に生か してい くことが

必要である。

また,通 信需要の把握,分 析を行 った上で,常 に社会経済活動の変化

に柔軟に応 じられ るよ うな通信ネ ットワー クの構築,運 用 が 必要 で あ

る。

エ,通 信 ネ ッ トワー クの発展を 目指 して

現在,我 が国 では,国 民の価値観が多様化 し,生 活の質的充実 の欲求

が高 まる とともに,情 報化の急激 な進展,技 術革新,国 際化等,社 会の

あらゆ る面で様 々な変化が起 こってい る。

通信ネ ッ トワー クは,今 後 ともこの ような変化に柔軟に対応 し,高 度

情報社会 を築 くための重要 なインフラス トラクチ ャーとして,今 後その

飛躍が強 く望 まれてい る。

通信 ネ ッ トワークの よ り一層 の発展を 目指 して,国 としては,長 期的

な ビジ ョンを もって通 信ネ ットワーク全体につ いて,そ の発 展の方 向を

考 えてい く必要があ る。今や・単機能 ・個別機能通信 ネ ッ ト ワ ー ク か
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ら・真に通信 ニーズに こたえ るサ ー ビスを提供す る総合通信 ネ ッ トワー

クの時代に移 りつつあ る。今後,郵 便,電 気通信,放 送,有 線放送 の各

分野 におい て個別に将来の通信 ネ ッ トワークを議 論す るに と どまらず,

通信 ネ ッ トワーク全体 を調和の とれ た形 で発 展 させ ること が 重要 で あ

る。そのためには,今 後 とも既存 の通信 ネ ッ トワー クの整 備,新 たな通

信 ネ ットワークの建設等につい て,長 期的かつ総合的 な視点 に立 って検

討を行 うとと もに,国 民の合意を形成 してい くことが重要 である。


